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■ 本書の表記 
本書では説明する内容によって以下のアイコン、記号を使用しています。 

アイコン、記号 説明 

 
操作するときに気をつけることを記載しています。 

 
説明の補足事項を記載しています。 

 
表示や入力するときのワンポイントを記載しています。 

 
参照先を記載しています。 

 
基本オプションを表しています。 

 
追加オプションを表しています。 

【  】 画面名称を表記するときに用います。 

「  」 画面内の項目名、参照先を表記するときに用います。 

［  ］ メニュー名やボタン名称を表記するときに用います。 

      ※本書の科目コードは全て 3 桁のコードを記載しています。 



 

 

 

■ はじめに 
本書は、『TOMAS-PS 7 会計』（以下、「PS7 会計」と表記）をご使用になる際、必要となる 

操作説明、および注意事項などを明記しています。 

『PS7 会計』をご使用の前に、本書をご覧いただきますよう、お願いいたします。 

 

■「TOMAS-PS 7 会計」のお問い合わせ先 
 

株式会社シティアスコム 学校法人部 
 

TEL 092-852-5145 FAX 092-852-5138 

Email tomas_user＠city.co.jp 

URL https://www5.city.co.jp/ 

 

■ 電子帳簿保存法の承認にあたっての前提条件 
電子帳簿保存法の帳簿のデータ保存の承認に当たっては、システムの運用に際し、電子計

算処理に係る事務手続きを明らかにした書類及び電磁的記録の備付け及び保存に関する

事務手続きを明らかにした書類を整備する必要がございます。 

 

■ TOMAS-PS 7『会計・固定資産システム』マニュアル構成 
機能（オプション）ごとにマニュアルが分かれています。 

「消費税管理編」以外の操作や注意事項については、他編マニュアル（別冊）を参照してください。 
 

マニュアル 記載内容 

（基本） Ⅰ．日 常 処 理 編 PS7 会計 の基本機能について記載しています。 

 
Ⅱ．支 払 編 

総合振込データ作成や、未払計上等の支払関連機能について記載し

ています。 

 
Ⅲ．予 算 編 

目的予算や形態予算管理のしくみと利用方法について記載してい

ます。 

 
Ⅳ．帳 票 編 

PS7 会計で出力できる全帳票について記載しています。 

また、帳票エディット機能についても記載しています。 

（基本） Ⅴ．マスタ設定編 各種マスタの設定方法について記載しています。 

（基本） Ⅵ．会 計 決 算 編 PS7 会計での決算方法について記載しています。 

 
Ⅶ．管 理 会 計 編 

財務分析やシミュレーション機能のしくみと活用方法について 

記載しています。 

 
Ⅷ．消費税管理編 

消費税の自動計算および申告書類の作成方法について記載してい

ます。簡易課税、原則課税（一括比例配分、個別対応方式）に対応 

 
Ⅸ．WEB 予算管理編 

WEB を利用した予算執行の流れなど、PS7 予算での WEB 管理機

能について記載しています。 

 
Ⅹ．固定資産基本金編 固定資産管理と基本金管理について記載しています。 
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1 消費税管理システムについて 

ここでは、消費税管理システムの考え方やしくみについて説明します。 
 

1-1 消費税管理の概要 

「ＰＳ７会計」では、仕訳入力時に消費税情報を入力することで、年度末の消費税申告書に

転記するための資料(付表含む)を作成できるほか、シミュレーション機能にて消費税区分の

金額を設定し、消費税額の予測を立てることも可能です。 

 

■ 申告書の作成 
日々の仕訳で起票した科目に設定された消費税パターンより消費税額を計算します。 

あらかじめ科目に設定している消費税パターンが初期表示されるので、初期値以外の消費

税パターンを選択したいときのみ操作します。 
 

 
 

■ シミュレーション 
計算方式の違い（一括比例配分方式と個別対応方式）や、任意の金額によって納付税額を計

算できます。 
 

 

仕訳入力時のパター

ンを利用して、ボタ

ン１つで申告書(転記

資料)を作成可能。 

転記 

課税売上や課税仕入などの金額を

手動で変更可能 
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1-2 納付税額の計算方法 

消費税は、前々期の課税売上高が 1,000 万円超の場合に申告する必要があり、 

その計算方法は大きく分けて 2 種類あります。 

なお、当システムでは「一般課税」のことを「原則課税」と表記しています。 
 

 
 

原則課税の計算方式として、課税売上割合により３つの方式が選択できます。 

 

・課税売上割合が９５％以上  「全額控除」 

・課税売上割合が９５％未満  「個別対応方式」（課税仕入区分を区別する） 

「一括比例配分方式」（課税仕入区分を区別しない） 

 

1-3 納付税額の計算方法の選択 

基準期間の課税売上高が 5,000 万円以下の事業者は「簡易課税制度」を選択できます。 
 

 

 
基準期間とは 

ある「課税期間（納付すべき消費税額の基礎となる期間）」において、消費税の納付義務が免

除されるかどうか、簡易課税制度を適用できるかどうかを判断する基準となる期間。 

●法人・・・課税期間（事業年度）の前々事業年度 

 

なお、基準期間の課税売上高が 1,000 万円以下の場合は基本的には免税事業者となります

が、平成２３年６月の消費税法改正によって、特定期間の課税売上高が 1,000 万円を超えた

場合には課税事業者となります。 

詳細は国税庁ホームページにてご確認ください。 

 

 

  

原則課税 

簡易課税 

課税売上に係る消費税額から課税仕入れ等に係る消費税額を控除して、納付する消費税

額を計算する方式です。 

【消費税の納付税額】 

   ＝【課税売上に係る消費税額】-【課税仕入れ等に係る消費税額】 

 

課税売上に係る消費税額に、事業区分に応じた一定の「みなし仕入率」を掛けた金額を

控除して、納付する消費税額を計算する方式です。 

【消費税の納付税額】 

＝【課税売上に係る消費税額】-【課税売上に係る消費税額×みなし仕入率】 
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1-4 システムから出力できる書類 

システムから出力できる資料は以下の資料の通りです。 

付表については、課税期間中に旧税率が適用された取引があった場合に提出する付表と、 

旧税率が適用された取引が無かった場合に提出する付表は異なりますのでご注意ください。 
 

■ 原則課税 
集計期間が税率 10％適用期間の場合 

出力可否 申告書等 様式表記 申告書タイトル 

〇 第一表 申告書様式 消費税の税額計算表 

地方消費税の税額計算表 

〇 第二表 申告書様式 課税標準額等の内訳書 

〇 付表 1-1 第 4-(1)号様式 税率別消費税額計算表 兼 地方消費税の

課税標準となる消費税額計算表 

〇 付表 1-2 第 4-(5)号様式 税率別消費税額計算表 兼 地方消費税の

課税標準となる消費税額計算表〔経過措置対

象課税資産の譲渡等を含む課税期間用〕 

〇 付表 1-3 第 4-(9)号様式 税率別消費税額計算表 兼 地方消費税の

課税標準となる消費税額計算表 

〇 付表 2-1 第 4-(2)号様式 課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表 

〇 付表 2-2 第 4-(6)号様式 課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表

〔経過措置対象課税資産の譲渡等を含む課

税期間用〕 

〇 付表 2-3 第 4-(10)号様式 課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表 
 

旧税率が適用された取引があった場合  ⇒ 付表 1-1、1-2 付表 2-1、2-2 

旧税率が適用された取引が無かった場合 ⇒ 付表 1-3、付表 2-3 
 

 

 

集計期間が税率８％適用期間で、２０１５年１０月以降を指定の場合 

出力可否 申告書等 様式表記 申告書タイトル 

〇 申告書 第 27-(1)号様式 課税期間分の消費税および地方 

消費税の（ ）申告書 

〇 付表１ 第 28-(4)号様式 旧・新税率別、消費税額計算表 

兼地方消費税の課税標準となる消費税額計

算表 

〇 付表２-(2) 第 28-(5)号様式 課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表 

× 付表２ 第 28-(1)号様式 課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表 
 

旧税率が適用された取引があった場合  ⇒ 付表１、付表２-（２） 

旧税率が適用された取引が無かった場合 ⇒ 付表２ 
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■ 簡易課税 
集計期間が税率 10％適用期間の場合 

出力可否 申告書等 様式表記 申告書タイトル 

〇 第一表 申告書様式 消費税の税額計算表 

地方消費税の税額計算表 

〇 第二表 申告書様式 課税標準額等の内訳書 

〇 付表 4-1 第 4-(3)号様式 税率別消費税額計算表 兼 地方消費税

の課税標準となる消費税額計算表 

〇 付表 4-2 第 4-(7)号様式 税率別消費税額計算表 兼 地方消費税

の課税標準となる消費税額計算表〔経過

措置対象課税資産の譲渡等を含む課税期

間用〕 

〇 付表 4-3 第 4-(11)号様式 税率別消費税額計算表 兼 地方消費税

の課税標準となる消費税額計算表 

〇 付表 5-1 第 4-(4)号様式 控除対象仕入税額等の計算表 

〇 付表 5-2 第 4-(8)号様式 控除対象仕入税額等の計算表〔経過措置

対象課税資産の譲渡等を含む課税期間

用〕 

〇 付表 5-3 第 4-(12)号様式 控除対象仕入税額等の計算表 
 

旧税率が適用された取引があった場合  ⇒ 付表 4-1、4-2、付表 5-1、5-2 

旧税率が適用された取引が無かった場合 ⇒ 付表 4-3、付表 5-3 
 

 

 

集計期間が税率８％適用期間の場合 

出力可否 申告書等 様式表記 申告書タイトル 

〇 申告書 第 27-(2)号様式 課税期間分の消費税および地方 

消費税の（ ）申告書 

〇 付表 4 第 28-(6)号様式 旧・新税率別、消費税額計算表 

兼地方消費税の課税標準となる消費税

額計算表 

〇 付表 5-（2） 第 28-(7)号様式 控除対象仕入税額の計算表 

× 付表 5  控除対象仕入税額の計算表 
 

旧税率が適用された取引があった場合  ⇒ 付表４、付表５-（2） 

旧税率が適用された取引が無かった場合 ⇒ 付表５ 
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1-5 処理の流れ 

消費税システムの処理の流れは以下の通りです。 
 

 
 

消費税基本情報登録 

科目別消費税ﾊﾟﾀ-ﾝ設定 

原則課税、簡易課税など基本情報を入力します。 

 2-１消費税基本情報登録  

科目入力時の消費税パターンの初期値を入力します。 

 2-5 科目別消費税パターン登録  

初期設定 消費税マスタを設定する 

申告書印刷 

消費税計算を実施します。これにより、年間の消費税の計算を行い

ます。 

 5 消費税納税額計算  

帳票で確認する 

消費税計算 

必須作業 

任意作業 

仕訳の入力をする 

消費税の申告書を印刷します。 

５-1-2 申告書印刷  

日常業務 

資金収支仕訳入力 
資金収支仕訳を入力します。 

 【Ⅰ.日常処理編】3-2  

決算期 決算期の作業 

完了 

総勘定仕訳入力 

帳票で確認する 消費税計算チェックリストを出力して計算課程を確認します。 

５-1-１消費税計算チェックリスト印刷  

決算仕訳を含めて、今まで処理した仕訳の消費税パターンが正しい

かを【消費税収支集計表】画面から出力した帳票で確認します。 

 4 消費税の帳票  

徴収不能額や徴収不能引当金があれば、総勘定仕訳で入力します。 

【Ⅰ．日常処理編】3-2  
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2 消費税システムのマスタ登録 

消費税システムを使用する前の初期設定について説明します。 

消費税の計算方式自体の設定は「2-1 消費税基本情報登録」を、科目・科目明細に対する 

消費税パターンの設定は「2-3 消費税パターン登録」を参照してください。 
 

2-1 消費税基本情報登録 

消費税の税制上のデータと法人の選択データ（計算方法）を登録します。 

導入時は、ヒアリングにそって設定した状態ですが、課税売上高の変動により課税方式が 

変わった場合は、こちらの画面から該当する課税方式を選択します。 

 

マスタ設定変更手順を説明します。 

 

1. グローバルナビ［マスタ登録］ボタン－◇消費税「消費税基本情報登録」をクリックします。 
⇒【消費税基本情報登録】画面が表示されます。 

 

2. 該当箇所を登録し、［更新］ボタンをクリックします。 

 
 

3. 更新処理のメッセージが表示されます。 
［はい］をクリックし、更新処理を実行します。 
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■ 【消費税基本情報登録】画面の項目一覧 
 

 

No 名称 説明 

a) 税制上のデータ 消費税法上のデータが登録されています。 

全学校様共通の設定になります。 

b) 法人の選択データ 学校様の消費税関連データを登録します。 

 

a）税制上のデータ 

 

No 名称 説明 

A 免税基準金額 免税基準金額を設定します。（初期値 1,000 万円） 

B 簡易課税選択基準金額 簡易課税を選択できる課税売上高を設定します。（初期値 5,000 万円） 

C 簡易課税 

みなし仕入税率 

簡易課税の場合、計算に必要となる「みなし仕入税率」について、該当

する事業区分にチェックをつけます。 

D 標準税率 標準税率を設定します。 

Ｅ 地方消費税標準税率 地方消費税率を設定します。 

a） b） 
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No 名称 説明 

F 簡易課税特例割合 簡易課税の場合、特例を利用するかどうかの判断基準割合を設定します。 

（初期値 75％） 

2 種類以上の事業を営む事業者で、1 種類の事業の課税売上高が全体の

課税売上高の 75％以上を占める場合には、その事業のみなし仕入率を

全体の課税売上げに対して適用することができます。その事業のみなし

仕入率が高いほうが有利になります。（有利なほうを選択可能） 

G 課税売上高割合 

（全額控除対象） 

全額控除対象となる課税売上高割合を設定します。（初期値 95％） 

H 特定収入割合 特定収入割合を設定します。（初期値５％） 

 

ｂ）法人の選択データ 

 
 

No 名称 説明 

A 基準年度年数 前々年度が基準年度となります。（初期値２年） 

B 基準年度の課税 

売上金額 

過年度データがある場合は、画面右下の［読込］押下で自動計算させることが

できます。 

免税を選択しますか 免税を選択する場合はチェックをつけます。 

簡易課税を選択しますか 簡易課税を選択する場合はチェックをつけます。 

C 原則的税額計算 

による場合 

原則課税の一括比例配分の場合にチェックをつけます。 

※「B」および「C」の両方にチェックがない場合は原則課税の「個別対応 実

数割合方式」として計算します。 

D 個別対応式による

場合 

原則課税の「個別対応 個別割合方式」を利用する場合はチェックをつけて 

各指数を設定しますが、基本的に学校法人は該当しません。 

（初期値 チェックなし） 

Ｅ 特定課税仕入の仕

訳を税込で入力し

ますか 

特定課税仕入の仕訳を税込で起票する場合にチェックをつけます。 

特定課税仕入の仕訳については、6 章リバースチャージ方式をご確認くださ

い。 

（初期値 チェックなし） 
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消費税の概要 ① - 消費税の仕組み - 

消費税は消費一般に広く公平に課税する間接税です。 

ほぼすべての国内における商品の販売、サービスの提供及び保税地域から引き取られる外国貨物を課税対象とし、取

引の段階ごとに 10％の税率で課税されます。 

 

2019 年度(10 月以降)時点の消費税率 

消費税率＝ 国税 ７．８％ ＋ 地方税 （国税７．８％の２２／７８） ＝１０％ 

消費税率＝ 国税 ６．２４％ ＋ 地方税 （国税６．２４％の２２／７８） ＝８％ ※軽減税率 

 

まず簡単に消費税の仕組みを見ておくことにしましょう。 

事業者の納税額は、「課税売上に係る消費税額」から「課税仕入に係る消費税額」を差し引いた差額です。 

（原則課税） 
 

  仕入（消費税②） 売上 消費税① 納税額 納税額計算根拠 

１ 生産者 - 200 円 20 円 20 円  

 

２ 完成品製造業者 220 円（20 円） 500 円 50 円 30 円 50 円-20 円＝30 円 

 
３ 卸売業者 550 円（50 円） 800 円 80 円 30 円 80 円-50 円＝30 円 

 
４ 小売業者 880 円（80 円） 1,200 円 120 円 40 円 120 円-80 円＝40 円 

 

5 消費者 1,320 円（120 円） - - - - 

 

 

  

完成品製造業者 売上 生産者  

卸売業者からの売上に対する消費税額 20 円 

＝「課税売上に係る消費税額」 

生産者 卸売業者 支払 売上 完成品製造業者  

生産者への支払額のうち消費税額 20 円 

＝「課税仕入に係る消費税額」 

卸売業者からの売上のうち消費税額 50 円 

＝「課税売上に係る消費税額」 

完成品製造業者 小売業者 支払 売上 卸売業者  

完成品製造業者への支払額のうち消費税額 50 円 

＝「課税仕入に係る消費税額」 

小売業者からの売上のうち消費税額 80 円 

＝「課税売上に係る消費税額」 

卸売業者 消費者 支払 売上 小売業者  

卸売業者への支払額のうち消費税額 80 円 

＝「課税仕入に係る消費税額」 

消費者からの売上のうち消費税額 120 円 

＝「課税売上に係る消費税額」 

小売業者 支払 消費者  

小売業者への支払額のうち消費税額 120 円 

＝「課税売上に係る消費税額」 

消費者が負担した消費税 120 円 

＝各事業者が個別に納付した消費税 

(20+30+30+40)の合計 
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これを学校に例えると・・・ 

 

① 業者から消耗品を 1１,０00 円(内 消費税１,０00 円)購入した。 

 
② 施設利用料収入として 22,000 円(内 消費税 2,000 円)受け取った。 

 
 

 

 

 

 

消費税の申告時期について 

 

消費税の申告期間は、決算期末から 2 ヶ月以内になります。 

ただし、年税額（地方税額含まず）が 48 万円超～400 万円以下は 6 ヶ月ごと、 

400 万円超～4,800 万円以下の場合は 3 ヶ月ごとの「中間納税」が必要です。 

※4,800 万円超は毎月 

 

 
 

  

業者 支払 学校法人  

駐車場使用者 売上 学校法人  

上記の場合、2,000 円－1,000 円＝1,000 円が納税額になります。 
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2-2 消費税テーブル登録 

消費税区分および税率／対応などを管理している画面になります。 

あらかじめ最新版を登録しておりますので学校様での登録は不要です。 

変更したい場合は、シティアスコムまでご連絡ください。 
 

1. グローバルナビ［マスタ登録］－◇消費税「消費税テーブル登録」をクリックします。 
⇒【消費税テーブル登録】画面が表示されます。 

 

2. スクロールまたは検索機能を利用し、変更したい消費税テーブルのカードをクリックします。 
 

 
3. 【消費税テーブル登録（個別）】画面が表示されます。 

内容を変更し、［決定］ボタンをクリックし、［閉じる］ボタンで画面を閉じます。 
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4. 【消費税テーブル登録】画面に切り替わります。 
変更したテーブルが表示されていることを確認し、［更新］ボタンをクリックします。 

 

 
5. 更新処理のメッセージが表示されます。 

［はい］をクリックし、更新処理を実行します。 
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2-3 消費税パターン登録 

消費税テーブルの組合せを登録します。 

この消費税パターンを科目・明細に初期値設定するほか、変更があれば仕訳入力の際に選択

します。あらかじめ最新版を登録しておりますので学校様での登録は不要です。 

変更したい場合は、シティアスコムまでご連絡ください。 
 

2-3-1 消費税パターン登録手順 

 
 

1. グローバルナビ［マスタ登録］ボタン－◇消費税「消費税パターン登録」をクリックします。 
⇒【消費税パターン登録】画面が表示されます。 

 

2. スクロールまたは検索機能を利用し、変更したい消費税パターンのカードをクリックします。 
 

 
 

3. 【消費税パターン登録（個別）】画面が表示されます。 
内容を変更し、［決定］ボタンをクリックし、［閉じる］ボタンで画面を閉じます。 
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4. 【消費税パターン登録】画面に切り替わります。 
変更したパターンが表示されていることを確認し、［更新］ボタンをクリックします。 

 

 
5. 更新処理のメッセージが表示されます。 

［はい］をクリックし、更新処理を実行します。 
 

6. 「摘要」「表示用名称」以外を変更した場合は、以下の手順もおこないます。 
メガドロップ［9：会計保守］－◇整合処理「残高累積」をクリックします。 

⇒【残高累積】画面が表示されます。 
 

7. 既に仕訳入力している伝票月までを指定し、［更新］ボタンをクリックします。 

 
8. 更新処理のメッセージが表示されます。 

［はい］をクリックし、更新処理を実行します。 
 

9. 「残高累積が完了しました」メッセージが表示されます。［ＯＫ］をクリックします。 
この処理により既に入力された仕訳に対しても変更内容が適用されます。 

 

 
消費税パターンのデータ出力 

登録された消費税パターンはデータ出力して確認することができます。 

画面左下の［ファイル出力］ボタンよりデータ出力します。 
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2-3-2 消費税パターン設定例 

消費税計算方法により、利用する消費税パターンが異なります。 

各計算方法で初期設定する消費税パターン設定例を説明します。 

 

■ 簡易課税 
 

収支 ﾊﾟﾀｰﾝ 摘要 例 

収入 1081 課税売上 7.8/110(1 種)  卸売り 

収入 1082 課税売上 7.8/110(2 種)  小売(売店・物品販売) 

収入 1083 課税売上 7.8/110(3 種)  製造業(入学案内頒布収入) 

収入 1084 課税売上 7.8/110(4 種)  飲食(食堂・寮食費) 

収入 1085 課税売上 7.8/110(5 種)  サービス業・スクールバス・手数料 

収入 1086 課税売上 7.8/110(6 種)  不動産業（整備駐車場） 
 

 
簡易課税の設定対象科目 

「みなし仕入率」で課税仕入を計算するため、収入科目に対してのみ課税売上のパターンを 

設定します。 

 

■ 原則課税（一括比例配分） 
 

収支 ﾊﾟﾀｰﾝ 摘要 例 

収入 1080 課税売上 7.8/110(未確) 課税売上(収入)事業区分指定なし 

収入 2010 非課税売上 100% 納付金 等 

収入 2020 非課税売上 5% 有価証券売却収入 

収入 3013 特収 課仕 共通 経常費補助金など使途が特定されている補助金のうち

課非共通の収入を得るためのもの 

収入 3020 特収 使途無指定 寄付金や授業料軽減補助金等 

収入 4000 特定外不課税 入学前受金振替、退職財団収入、人件費土地等に関する

補助金、等 

収入 5210 非課税売上返還 １００％ 納付金に関する未収入金の徴収不能処理 

収入 5313 特収返 課仕 共通 ３０１３の補助金返還 

収入 5320 特収返 使途無指定 ３０２０の補助金返還 

収入 5418 徴不 税控除 7.8/110 補助活動に関する未収入金の徴収不能処理 

収入 5420 徴不 税無関係 貸付金に関する未収入金の徴収不能処理 

収入 5518 徴不回収 税加算 7.8/110 補助活動に関する未収入金の徴収不能回収 

収入 5520 徴不回収 税無関係 納付金、貸付金に関する未収入金の徴収不能回収 

支出 6083 課仕 7.8/110 共通 物品購入など 

支出 6583 特課仕 7.8/110 共通 特定課税仕入 

共通 8000 課税対象外 （課税対象外、非課税仕入） 

人件費、現金取引、海外取引 

共通 9000 税区分未確定 仕訳段階で税区分未確定のもの 

必ず、消費税計算前に振替を行う 
 

 
一括比例配分方式のパターンについて 

個別対応方式との違いは、「特定収入」「課税仕入」「特定課税仕入」などを課非区別せず、 

「共通」のパターンのみ使用します。 
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■ 原則課税（個別対応） 
 

収支 ﾊﾟﾀｰﾝ 摘要 例 

収入 1080 課税売上 7.8/110(未確) 課税売上(収入)事業区分指定なし 

収入 2010 非課税売上 100% 納付金 等 

収入 2020 非課税売上 5% 有価証券売却収入 

収入 3012 特収 課仕 非課税 使途が特定されている補助金のうち非課税収入を得

るためのもの 

収入 3013 特収 課仕 共通 使途が特定されている補助金のうち課非共通の収入

を得るためのもの 

収入 3020 特収 使途無指定 寄付金や授業料軽減補助金等 

収入 4000 特定外不課税 入学前受金振替、退職財団収入、人件費土地等に関す

る補助金、等 

収入 5210 非課税売上返還 １００％ 納付金に関する未収入金の徴収不能処理 

収入 5312 特収返 課仕 非課税  ３０１２の補助金返還 

収入 5313 特収返 課仕 共通 ３０１３の補助金返還 

収入 5320 特収返 使途無指定 ３０２０の補助金返還 

収入 5418 徴不 税控除 7.8/110 補助活動に関する未収入金の徴収不能処理 

収入 5420 徴不 税無関係 貸付金に関する未収入金の徴収不能処理 

収入 5518 徴不回収 税加算 7.8/110 補助活動に関する未収入金の徴収不能回収 

収入 5520 徴不回収 税無関係 納付金、貸付金に関する未収入金の徴収不能回収 

支出 6081 課仕 7.8/110 課税 物品購入などで課税売上を得るためのもの 

支出 6082 課仕 7.8/110 非課税 物品購入などで非課税売上を得るためのもの 

支出 6083 課仕 7.8/110 共通 物品購入などで課非共通対応のもの 

支出 6089 課仕 7.8/110 税区分未確定 物品購入などで税区分が未確定のもの 

必ず、消費税計算前に振替を行う 

支出 6581 特課仕 7.8/110 課税 特定課税仕入で課税売上を得るためのもの 

支出 6582 特課仕 7.8/110 非課税 特定課税仕入で非課税売上を得るためのもの 

支出 6583 特課仕 7.8/110 共通 特定課税仕入で課非共通対応のもの 

支出 6589 特課仕7.8/110税区分未確定 特定課税仕入で税区分が未確定のもの 

必ず、消費税計算前に振替を行う 

共通 8000 課税対象外 （課税対象外、非課税仕入） 

人件費、現金取引、海外取引 

共通 9000 税区分未確定 仕訳段階で税区分未確定のもの 

必ず、消費税計算前に振替を行う 
 

 
原則課税の課税売上消費税パターンの選択について 

簡易課税のシミュレーションをおこなう場合は、収入科目については「1081」～「1086」

を利用し、事業区分ごとに設定してください。 

 

 
科目別消費税パターンの設定 

科目別消費税パターンの設定に関しましては、科目別消費税パターン（設定例）を参考に各学

校様の顧問会計士、税理士へのご確認をお願いします。 

「【付録】科目別消費税パターン（設定例）」参照 
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2-4 科目別消費税パターン設定の具体例 

消費税パターンは学校の状況に応じて運用しやすいように設定する必要があります。 

ここで設定例をご紹介します。 
 

■ 設定例 1 原則課税の場合、一括比例配分・個別対応のどちらを選択するか 
 

個別対応の場合、収入と支出の対応関係を明らかにしていく必要があります。 

個別対応より一括比例の方が納税額は多いかもしれませんが、仕訳の煩雑さや、伝票起票者・

入力者の知識や手間を考えると結果的に良い場合もあります。 

各学校様の実情を踏まえ、顧問会計士、税理士の方とご検討ください。 
 

例題１ 教室で使用する備品（机）を購入した。 

 

① その教室を授業にしか使用しない。⇒ 教育のため非課税になる。 
 

 
 

② その教室を授業や外部の試験会場として貸し出すこともある。 
 

 
 

一括比例の場合、内容により非課税になる仕訳も含めて「共通」として納税額を計算します。 

このため、納税額が多くなるケースがあります。 
 

 

■ 設定例 2 消費税パターンの設定を科目毎に行うか明細毎に行うか 
 

消費税パターンは科目・明細に設定することができ、仕訳の段階で任意に変更することもで

きます。 

消費税パターンの優先順位は 仕訳＞明細＞科目 の順となっています。 

頻繁に発生するものは明細に消費税パターンを設定し、年に数回しか発生しないものは仕訳

入力時に変更したほうが便利です。 
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例題１ 人件費のその他の手当を「通勤手当」「通勤手当以外」に分ける。 

 

 
 

人件費のように毎月発生する仕訳の場合は、科目コードを分ける、または、明細で分ける 

等でそれぞれに消費税パターンを設定すると便利です。 
 

 

 

例題２ 前受金を入学金に振替える 

 
 

年に数回しか発生しないものは仕訳の段階で変更したほうが便利です。 

「入学金収入」科目には一般的な「特定外不課税」を設定しておき、入学する年度に受け取

った場合は「非課税売上」に訂正します。 

 

 

 

期首に前受金から振替える場合 

入学金を入学する年度に受け取った場合 
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例題３ 渉外費支出の明細名称について 

仕訳を入力する担当者により明細管理方法を検討することをおすすめします。 

 

① 担当者が消費税にあまり詳しくない場合 

具体的な内容を明細で選択できるように設定します。 

 
 

② 担当者が消費税に詳しい場合 

消費税パターンを明細の名称に設定すれば、明細の数が少なくて済みます。 

 
 

 

 

■ 設定例 3 補助活動収入・支出を純額表示している 
 

原則課税で計算する場合、決算書上、純額表示であっても収入と支出の消費税パターンは 

それぞれ計上する必要があります。（簡易課税も収入のみ計上する必要あり） 

簡便法で収入のみを貸借で使用している場合は特に注意が必要です。 
 

例題１ 補助活動明細の設定について 

補助活動ごとに明細を設定し、仕訳の際に十分ご注意ください。 
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補助活動の明細は、「補助活動収入」「補助活動支出」で共有して利用する明細になります。 

収入で利用する明細コード（例：1～ ）、支出で利用する明細コード（例：11～ ）と番号

体系をわけて設定し、それぞれに該当する消費税パターンを設定します。 

 

 

例題２ 補助活動明細の仕訳例（寮） 

頻度の高い仕訳例を紹介します。 

 

① 入寮費が入金された場合  
 

 
 

② 寮食費が入金された場合 
 

 
 

③ 寮費を返金した場合 
 

 
 

④ 消耗品を購入した場合 
 

 
 

 

入寮費は非課税売上 

食費は課税売上 

返金の場合は、 

借方で収入科目を起票して振替 

雑費は課税仕入 
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2-5 科目別消費税パターン設定 

科目別に消費税パターンの初期値を設定する手順について説明します。 

2-5-1 科目別消費税パターン設定 

ここでは、補助活動収入科目への消費税パターンの設定を例に手順を説明します。 
 

1. グローバルナビ［マスタ登録］ボタン－◇消費税「科目別消費税パターン設定」をクリックしま

す。⇒【科目別消費税パターン設定】画面が表示されます。 
 

2. 科目ごとに消費税パターンを設定します。 
「科目」タブが選択されていることを確認し、「281 補助活動収入」科目を検索します。 

 

 
 

3. 資金収支（貸）の空欄に消費税パターン「1084 課税売上 7.8/110（４種）」を選択し、 
［更新］ボタンをクリックします。 

 

 
明細ごとに消費税パターンを設定する場合 

 
明細ごとに消費税パターンを設定する場合は、「明細タブ」をクリックして次の操作を行い

ます。 

  ①「科目明細」を選択します ※補助活動明細の場合は「補助活動」を選択 

  ②消費税パターンを設定したい科目を入力します。（補助活動の場合は不要） 

  ③［検索］ボタンをクリックします。（補助活動の場合は不要） 

  ④明細ごとに消費税パターンを選択し、［更新］ボタンをクリックします。 
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4. 更新処理のメッセージが表示されます。 
［はい］をクリックし、更新処理を実行します。 

 

5. 翌年度更新の確認メッセージが表示されます。（当年度で処理した場合のみ） 
［はい］をクリックし、更新処理を実行します。 

 

 
既に仕訳が発生している場合 

既に仕訳が発生している状態で消費税パターンを変更した場合、警告メッセージが表示され

ます。 

変更する場合は［はい」ボタンをクリックしてマスタ整合と残高累積を行ってください。 
 
 
 

 
 
 
 
 

「3-3 期中で消費税パターン初期値を変更した後の処理手順」参照 
 

2-5-2 消費税パターン設定不要科目 

以下の大科目については、消費税パターンの設定は不要です。 

 

収入科目 支出科目 

借入金等収入 借入金等利息支出 

前受金収入（入学金前受金収入除く） 借入金等返済支出 

その他の収入 資産運用支出 

資金収入調整勘定 その他の支出 

 資金支出調整勘定 

 

ただし、あえて「8000 課税対象外」を設定することで消費税収支集計表の「科目別消費

税一覧表」に科目残高を表示させることができます。 

 

 
「7000 非課税仕入」「8000 課税対象外」科目の初期値設定について 

「非課税仕入」「課税対象外」どちらで設定しても納税額の計算に影響がないため、 

システムの初期値としては「8000 課税対象外」で統一しています。 
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2-5-3 科目別消費税パターン印刷 

科目に設定した消費税パターンは２種類の帳票で確認できます。 
 

■ 科目別消費税パターンリスト  
科目（資金収支・総勘定）と明細（科目明細・補助活動）に分けて印刷できます。 

 

1. グローバルナビ［マスタ登録］ボタン－◇消費税「科目別消費税パターン設定」をクリックしま

す。⇒【科目別消費税パターン設定】画面が表示されます。 
 

2. ［印刷］ボタンをクリックします。 

 
 

3. 【科目別消費税パターンリスト】画面が表示されます。 
印刷条件を入力し、［印刷］ボタンをクリックします。 

 
 

4. 科目別消費税パターンリストがプレビュー表示されます。 
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■ 科目別明細別入力条件リスト 
科目と明細をまとめて印刷できます。 

 

1. グローバルナビ［マスタ登録］ボタン－◇勘定科目「科目別明細別入力条件リスト」をクリック

します。⇒【科目別明細別入力条件リスト】画面が表示されます。 
 

2. 印刷条件を入力し、［印刷］ボタンをクリックします。 

 
3. 科目別明細別入力条件リストがプレビュー表示されます。 
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2-6 消費税計算対象部門の設定 

消費税計算対象部門の初期設定は学校会計部門になりますが、収益事業を含めて計算するこ

ともできます。設定変更の手順を説明します。 
 

1. グローバルナビ［マスタ登録］－◇法人情報「部門集計パターン登録」をクリックします。

⇒【部門集計パターン登録】画面が表示されます。 
 

2. 学校会計部門と収益事業部門が含まれた集計パターンを選択します。 
優先フラグ「10.消費税」を選択し、［更新］ボタンをクリックします。 

 

3. メガドロップ［6.消費税］－◇消費税計算「消費税計算（原則課税）」をクリックします。 
⇒【消費税計算（原則課税）】画面が表示されます。 
簡易課税の場合は【消費税計算（簡易課税）】画面をひらいてください。 

 

4. 部門集計パターンが手順２で設定したパターンになっていることを確認します。 
 
 

 
優先フラグ「10.消費税」について 

優先フラグを設定した場合、部門集計パターンの初期値が変更になるのは 3 画面です。 

【消費税計算（簡易課税）】 

【消費税計算（原則課税）】 

【消費税収支集計表】 
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3 消費税の仕訳入力要領 

この章では、各仕訳入力画面で実際に消費税パターンを選択・検索・訂正する方法を説明し

ます。 

3-1 仕訳入力 

仕訳入力の際に科目・明細に設定された消費税パターンが初期表示されます。 

初期表示された消費税パターンは任意に変更することができます。 

 
 

仕訳例 資金収支仕訳で旅費交通費を計上する 

借方 貸方 

部門 

211 文学専攻 

科目Ⅰ 

515 

教旅費交通費支出 

金額 

80,000 円 

部門 

211 文学専攻 

科目Ⅰ 

14１ 

りそな銀行 

金額 

80,000 円 

消費税パターン：6083 課仕 7.8/110 共通 摘要：2/21～23 学会参加 
 

 

1. メガドロップ［1.日次・月次］－◇仕訳入力「資金収支仕訳入力」をクリックします。 
⇒【資金収支仕訳入力】画面が表示されます。 

 

2. 借方の科目Ⅰを入力すると、消費税パターンが表示されることを確認します。 
初期値設定が無い場合は、ガイダンスより消費税パターンを選択します。 

 

 
 

3. 貸方の内容も入力し、［追加］ボタンをクリックします。 
 

4. 伝票でも消費税パターンが表示されていることを確認します。 
（選択された伝票の出力形式により消費税パターンが表示されないこともあります） 
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 伝票の消費税額表示について 

 

仕訳入力時に消費税額込の金額を入力しても、伝票に消費税額を別枠で表示することが可能です。 

（例外として、特定課税仕入の場合に消費税額は表示されません） 

 

 
 

■ パラメータで設定変更が可能です。 
1. グローバルナビ［マスタ登録］－◇法人情報「パラメータ設定(会計)」をクリックします。 

⇒【パラメータ設定(会計)】画面が表示されます。 
2. 「会計」「設定値」を選択し、［更新］ボタンをクリックします。 

「伝票－消費税額表示」 ＝ 0：表示しない 
1：表示する(四捨五入) 
2：表示する(切捨て) 
3：表示する(切上げ) 
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3-2 仕訳を修正する 

消費税パターンを修正する手順として、仕訳の検索方法と修正方法を紹介します。 

伝票の検索方法には、以下の４パターンがあります。 
 

検索パターン 説明 

１ 伝票番号を指定 【仕訳入力】画面の［伝票番号指定］より直接伝票番号を入力します。 

２ 
【仕訳検索】画面を

利用 

【仕訳入力】画面から検索条件を指定し、該当の仕訳を表示します。 

（補足）直近に入力した仕訳は、［
���］ボタンで表示可 

３ 
【仕訳修正（元帳 

形式）】画面を利用 

【仕訳修正（元帳形式）】画面より検索条件を指定し、該当の仕訳を一覧表示

します。 

４ 
＜ドリルダウン＞ 

を利用 

ドリルダウン機能を利用し、帳票形式→仕訳（伝票）を表示します。 

 

 

この章では、２～４の３パターンを例に説明します。 
 

3-2-1 仕訳検索を利用して修正する 

「3-1 仕訳入力」で入力した伝票を「仕訳検索」を利用して検索し、修正します。 

 

訂正内容 
 

変更前 変更後 理由 

6083 課仕 7.8/110 共通 8000 課税対象外 海外出張のため課税対象外に変更 
 

 

1. メガドロップ［1.日次・月次］－◇仕訳入力「資金収支仕訳入力」をクリックします。 
⇒【資金収支仕訳入力】画面が表示されます。 

 

2. ［検索］ボタンをクリックします。 
 

 
 

3. 【仕訳検索】画面（基本 1 タブ）が表示されます。 
検索条件を指定し、［検索］ボタンをクリックします。消費税パターンを指定する場合は、 
（消費税 タブ）より詳細を指定できます。 
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4. 【伝票一覧】画面に検索結果が表示されます。 
修正する伝票にチェックを付けて、［仕訳入力］ボタンをクリックします。（複数選択可） 

 
 
 

 
伝票一覧からの移動 

検索結果の一覧をダブルクリックしても、【資金収支仕訳入力】画面へ移動することが 

できます。 

 

5. 【資金収支仕訳入力】画面に指定した伝票が表示されます。 
伝票を修正して、［更新］ボタンをクリックします。 

 
 

 
初期値から変更した消費税パターンの表示 

また、仕訳検索機能から初期値から変更した伝票のみ検索することもできます。 

 

 

 

 

 

 

 

変更後は太字になります。 
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3-2-2 元帳形式から仕訳を修正する 

「3-2-1 仕訳検索を利用して修正する」では伝票ごとに仕訳を修正しましたが、元帳形

式より仕訳を修正することもできます。 

 
 

 
事前作業 

こちらの画面からは消費税パターンの他、目的予算マスタや補助金など複数項目を同時に変

更可能です。事前に修正する項目をパターン登録する必要があります。 

登録方法につきましては、日常処理編を参照してください。 

 

 

1. メガドロップ［1.日次・月次］－◇仕訳入力「仕訳修正（元帳形式）」をクリックします。 
⇒【仕訳修正（元帳形式）】画面が表示されます。 

 
 

2. ボタンより仕訳修正パターンを選択し、［検索］ボタンをクリックします。 
 

 
 

3. 【仕訳検索】画面が表示されます。修正したい伝票の条件を指定し、さらに［検索］ボタン

をクリックすると【伝票一覧】画面に切替ります。 
該当の仕訳にチェックをつけ、［一覧修正］ボタンをクリックします。 
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4. 消費税パターン No を変更後、［更新］ボタンをクリックします。 
 

 
 

 

 消費税パターン変更の注意点 

 

 消費税パターンが変更できない場合 
承認機能を有効にしている場合、承認後は消費税パターンの変更ができないように制御 

している可能性があります。 

承認を取消後に再度修正してください。 
 

 
 

 物理按分後に仕訳を変更する場合 
物理按分後に消費税パターンを変更すると、按分前伝票と按分後伝票の紐付けが解消され

ます。仕訳入力画面の「サブメニュー」ボタンから按分前情報が参照できませんので、ご注

意ください。 
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3-3 期中で消費税パターン初期値を変更した後の処理手順 

期中で消費税パターンの初期値を変更した場合、入力済の仕訳についても 

消費税パターンを変更する必要があります。 

１件ずつの訂正も可能ですが、一括で変更する手順を説明します。 

 

仕訳入力時の支払先が適格請求書事業者区分「対象外」の場合、経過措置の消費税パターン

に一括で変更できます。なお、初期値の変更方法については、「2-5-1 科目別消費税パタ

ーン設定」を参照してください。 
 

1. 事前バックアップ 
2. メガドロップ［9.会計保守］－◇整合処理「マスタ整合」をクリックします。 

⇒【マスタ整合】画面が表示されます。 
 

3. 以下の項目にチェックをつけ、［更新］ボタンをクリックします。 
① 「仕訳データ初期値設定」にチェック(⑤で指定した年月を伝票日付として抽出) 

② あわせて「消費税初期値再設定」にチェック 

③ 「支払予定仕訳データ初期値設定」にチェック(⑤で指定した年月を支払予定日として抽出) 

④ あわせて「消費税初期値再設定」にチェック 

⑤ 対象仕訳の発生期間を指定 

 
4. 更新処理のメッセージが表示されます。 

［はい］をクリックし、更新処理を実行します 
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変更分も再設定 

仕訳入力画面より手動で変更した消費税パターンについても、変更した消費税パターン初期

値で上書きする場合は、「変更分も再設定」にチェックをつけてください。 

※通常はチェックをつけません。 
 
 

 
定型仕訳の初期値変更 

定型仕訳に設定されている科目の消費税パターン初期値を変更する場合は、「定型仕訳データ

初期値設定」と「消費税初期値再設定」にチェックをつけて更新してください。 

なお、定型仕訳は支払先の適格請求書事業者区分による一括変換を行うことはできません。 

直接消費税パターンを修正してください。 
 
 
 

 
定型仕訳の消費税パターンについて 

定型仕訳画面では、適格請求書事業者区分「対象外」の支払先を入力しても 

自動で経過措の消費税パターンへ置き換えされません 。 

必要に応じて、直接定型仕訳に登録されている消費税パターンを修正してください。 

なお、資金収支・総勘定・支払予定仕訳画面で消費税パターン未修正の定型仕訳を 

使用して仕訳入力した場合、定型仕訳に登録されている消費税パターンが 

そのまま表示されますが、支払先や科目を一度削除して入れなおすことで、 

経過措置の消費税パターンへ自動で置き換えされます。 
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3-4 消費税の仕訳例 

消費税の仕訳例を紹介します。 
 

例題１ 入学金の処理 

 

 翌年度の入学金を前受金で受領した場合 

 
 

 当年度の入学金を受領した場合 

 
 

例題２ 補助金収入の処理 

 

 期末に補助金の内訳が交付機関より指示される場合 

 
 

 補助金受領時に用途が分かっている時 

 

  

・入学金を前受金で受領時 

現金預金 入学金前受金収入 

(2010：非課税売上 100%) 

・期首に入学金収入に振替 

前期末入学金前受金 
  

入学金収入 

(4000：特定外不課税) 

・期中、入学金を受領時 
  

現金預金 
  

入学金収入 
(2010：非課税売上 100%) 

※4000→2010 へ変更する 

 

・期中、補助金を受領時 
  現金預金 補助金収入 

(9000：税区分未確定) 

・期末、用途が明確になった時 

補助金収入 

(9000：税区分未確定) 
 

補助金収入（研究旅費(国内)） 
(3012：特収 課仕 非課税) 

補助金収入（教育経費、厚生補導費(生徒指導費)） 

(3013：特収 課仕 共通) 

補助金収入（研究旅費(海外)、人件費） 
(4000：特定外不課税) 

現金預金 補助金収入（授業料等軽減） 
(9000→3020：特収 使途無指定) 

初期値を 9000 にしている場合は該当の

消費税パターンに訂正 
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例題 3 補助金の返還（大学のみ） 

前年度の補助金を少なく使っていた場合、返還命令がくる。 

※管補助金返還支出(9000：税区分未確定)を初期値として設定しておき、仕訳で訂正 

 

 補助金収入時に 9000（税区分未確定）を利用した場合 

 
 

 

 補助金収入時に消費税パターンを設定していた場合 
 

 
 

例題 4 奨学費支出の処理 

 

 奨学費分を相殺して徴収する場合 

 
 

 授業料を全額徴収し、後日奨学費を支給する場合 

 
 

 
 

管補助金返還支出 
(9000：税区分未確定) 

現金預金 

管補助金返還支出  

(5312：特収返 課仕 非課税) 

管補助金返還支出 

(5320：特収返 使途無指定) 

管補助金返還支出 

(4000：特定外不課税) 

現金預金 

現金預金 

授業料収入 

（2010：非課税売上 100％） 

奨学費を相殺させた金額 

(実際に入金された金額) 

奨学費支出  
(2010：非課税売上 100％) 

  

授業料収入 

(2010：非課税売上 100％) 

 

現金預金 

 

・授業料計上時 

全額徴収 

奨学費支出  

(8000：課税対象外) 

 

現金預金 

・奨学費計上時 

後日支給 
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例題 5 土地支出、借地権支出の処理 

土地対価分と設備費用などで消費税パターンが異なります。 

初期値設定は対価分の「8000：課税対象外」で設定しておき、整備費用などは 

仕訳入力時に消費税パターンを修正します。 

土地の売却、除却時を考えると明細管理はおすすめできません。 

 

 土地対価分を計上する場合 
 

 
 

 

 整備費用・仲介手数料分を計上する場合 

 
 

例題 6 建設仮勘定の処理 

 

 建設仮勘定が発生した場合に課税仕入計上 
一般的に、建設仮勘定計上の際は課税仕入とします。 

 
 

 

 建物が完成した（引き渡す）場合に課税仕入計上 
例外として、引き渡しの際に課税仕入を計上することもあります。 

 
 

 

 

土地支出（対価分） 

(8000：課税対象外) 
現金預金 

土地支出（整備費用・仲介手数料分） 

(8000→6083：課仕 7.8/110 共通) 
現金預金 

当年度  ・資金収支 
  建設仮勘定支出 

 (6083：課仕 7.8/110 共通) 

 

現金預金 

翌年度  ・総勘定 
  建物（または構築物） 

土地 
建設仮勘定 

当年度  ・資金収支 
  

建設仮勘定支出 

 (8000：課税対象外) 

 ※但し、一部でも引き渡すならばその分のみ 6081・6082・6083 

 

現金預金 

翌年度  ・総勘定 
  建物（または構築物） 

(6081・6082・6083) 

土地 

(8000：課税対象外) 

建設仮勘定 
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例題 7 徴収不能額の処理 

 

 期中 

 
 

 期末 

 
 

例題８ 徴収不能引当金の処理 

 

 
 

 

・資金収支 
  期末未収入金 授業料収入 

(2010：非課税売上 100%) 

補助活動収入（学食） 

(1084：課税売上 7.8/110(4 種)) 

補助活動収入（スクールバス） 

(1085：課税売上 7.8/110(5 種)) 

現金預金 貸付金支出 

・総勘定 
  
徴収不能額(納付金分と貸付金分)  

(5420：徴不 税無関係) 

徴収不能額(補助活動収入分) 

(5418：徴不 税控除 7.8/110) 

未収入金（または貸付金） 

内容により消費税パターンが異なる。 

どちらかを初期値設定しておき、仕訳入力時に変更する。 

・資金収支 
  期末未収入金 授業料収入 

(2010：非課税売上 100%) 

補助活動収入（学食） 

(1084：課税売上 7.8/110(4 種)) 

補助活動収入（スクールバス） 

(1085：課税売上 7.8/110(5 種)) 

貸付金支出 現金預金 

・総勘定 
  徴収不能引当金繰入額 徴収不能引当金 

（科目Ⅱ:未収入金または貸付金） 

(9000→8000：課税対象外) 

徴収不能引当金 

（科目Ⅱ:未収入金または貸付金） 

(9000→5418(補助活動収入分) 

または 5420(納付金分と貸付金分)) 

未収入金（または貸付金） 
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例題９ 過年度に徴収不能額として計上した分を回収した場合の処理 

 

※雑収入（1085） を初期値として設定しておき、仕訳の際に変更する。 

 
 

 

例題 10 商品を輸入で仕入れした場合の処理 

 

 代金支払い時 

 
 

 

 後日、輸入代行業者から請求書と輸入許可通知書、インボイスが届いた時 
 

 
 

 
代行手数料について 

国内の配送などにかかった手数料は課税仕入になりますが、コンテナヤード（外国から来た

貨物の荷下ろし）チャージの場合は課税対象外になります。 

 

 

 
消費税申告書への注意点 

消費税申告にあたり「輸入消費税（国税）」を集計する必要がありますが、TOMAS の消費税

パターンが存在しないため、ひとまず課税対象外にしておき、のちに、該当仕訳を元帳から抽

出できるように摘要欄などで区別しておく必要があります。 

消費税計算後、申告書に記載する際に手修正でその金額を記入します。 

国税分は以下の申告書に集計が必要です。 

消費税申告書の第 4-(2)号様式  

付表 2-1 課税売上割合・控除対象仕入れ税額等の計算表「(13)課税貨物にかかる消費税

額」 

 

監査にそなえて地方税分も元帳から抽出できるように摘要欄などで区別しておくとよいでし

ょう。 

・資金収支 
 現金預金 雑収入（補助活動収入分） 

(1085→5518：徴不回収 税加算 7.8/110) 

雑収入（納付金収入分） 

(1085→5520：徴不回収 税無関係) 

 

消耗品費支出 
(8000：課税対象外) 

現金預金 

支払手数料支出 （代行手数料分） 

(6083：課仕 7.8/110 共通) 

消耗品費支出 (輸入消費税 国税分) 

(8000：課税対象外) 

消耗品費支出(輸入消費税 地方税分) 

(8000：課税対象外) 

公租公課支出 （税関分） 

(8000：課税対象外) 

現金預金 
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4 消費税の帳票 

この章では消費税に関連する帳票について説明します。 

4-1 帳票一覧 

消費税で主に使用する確認帳票は 9 帳票です。 

 

4-1-1 仕訳レベルでの確認帳票一覧 

 帳票名 内容 

①  仕訳確認リスト 仕訳一筆ごとに消費税パターンを確認できます。 

［詳細検索］や印刷条件により消費税パターンを限定できます。 ②  仕訳検索リスト 

③  特定課税仕入チェックリスト 

④  消費税元帳 消費税パターンごとに仕訳を元帳形式で確認できます。 

⑤  資金収支試査リスト 印刷条件で指定した消費税パターンについて、「を除く」という選択

肢を利用して指定したパターン以外を確認することができます。 
 

 
印刷条件について 

上記帳票のうち、①②⑤の印刷条件については、日常処理編または帳票編に記載があります

のでご参照ください。 

 
 
 

4-1-2 消費税区分レベルでの確認帳票一覧 

全て消費税収支集計表から出力できます。 

 帳票名 内容 

①  科目別消費税一覧表 仕訳において消費税パターンが設定されている科目を集計します。 

この金額をもとに消費税が計算されます。 

②  課税仕入集計表 原則課税の学校様で利用できます。 

特に個別対応方式の場合に課税仕入の詳細を確認できます。 

※「課税仕入」のみ、「特定課税仕入」のみ、 

 又は両方の出力が可能です。 

③  特定収入集計表 原則課税の学校様で利用できます。 

特に個別対応方式の場合に特定収入の詳細を確認できます。 

④  科目別事業区分別売上集計表 簡易課税の学校様で利用できます。 

事業区分別に金額を確認できます。 
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4-1-3 インボイス制度に対応した帳票一覧 

インボイスに対応した帳票一覧です。一部学校様にて設定が必要な箇所があります。 

a) 標準対応帳票 

インボイス関連項目の確認帳票一覧です。確認箇所は、帳票で出力できる項目です。 

 帳票名 確認箇所 内容 

①  仕訳確認リスト 摘要 

消費税パターン 

仕訳一筆ごとに消費税パターン・摘要・登録番号を確認

できます。 ②  仕訳検索リスト 

③  伝票 

④  資金収支試査リスト 摘要 

消費税パターン 

科目・消費税パターンごとに仕訳を一覧形式で確認でき

ます。 

課非区分や税率を条件指定し出力することも可能です。 

⑤  元帳 摘要 

消費税パターン 

摘要や消費税パターンが確認できます。 

経過措置の消費税パターン名は☆印をつけて区分しま

す。 

⑥  支払予定表 登録番号 総合振込データ作成の前段階で、請求書記載の登録番号

が正しいか照合できます。 

⑦  科目別消費税一覧表 金額 経過措置対応の科目毎の残高内訳を確認できます。 

⑧  月次決算チェックリスト 整合性 適格請求書事業者区分・消費税パターン・取引金額の整

合性を確認し、不整合があれば注意事項として不整合内

容をリストアップします。 

b) その他対応（CSV 出力・帳票エディット） 

学校様の設定によりインボイス関連項目の出力が可能です。出力可能なインボイス関連項目

を一覧にいたしました。 

 

帳票名 

CSV 出力 帳票エディット 

登録番号 適格請求書 

事業書区分 

ファイル 

添付有無 

入力伝票 

番号 

登録番号 

⑨  仕訳確認リスト 〇 〇 〇 〇 〇 

⑩  仕訳検索リスト 〇 〇 〇 〇 〇 

⑪  伝票 〇 〇 〇 〇 〇 

⑫  元帳 

(資金収支・総勘定) 

〇 〇 〇 〇 〇 

 

【Ⅳ．帳票編】「2-3 帳票エディット機能」参照 
 

 
インボイス関連項目の CSV 出力 

＜インボイス関連項目＞ 

設定画面 

グルーバルナビ［マスタ登録］ボタン-◇法人情報「パラメータ設定(会計)」 
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4-2 仕訳レベルでの確認

仕訳レベルで、設定された消費税パターンを確認するのに利用する帳票を紹介します。 

4-2-1 仕訳確認リスト

日々の仕訳入力後に入力内容の確認用として利用していただく帳票です。 

印刷条件により消費税パターンを表示させ、仕訳とあわせて確認していただけます。 

1. グローバルナビ［帳票］－◇仕訳「仕訳確認リスト」をクリックします。

⇒【仕訳確認リスト】画面が表示されます。

2. 検索条件を指定し、［印刷］ボタンをクリックします。

消費税関連項目を指定する場合は、［詳細検索］ボタンをクリックします。

消費税パターンを確認する場合 

消費税パターンを確認する場合は出力形式を｢3行出力｣と指定してください。 

軽減税率対象品目について 

パラメータ設定により、帳票下部に軽減税率対象品目である文言を印字可能です。 
詳しくは以下を参照してください。 

Ⅰ.日常処理編「3-7-2 軽減税率対象品目およびインボイス経過措置の文言印字設定
について」参照 

支払先の適格請求書発行事業者登録番号について 

・帳票エディット機能を使用することで、印刷時に適格請求書発行事業者の登録番号を印字
することができます。

Ⅳ.帳票編「2-3 帳票エディット機能」参照 
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3. 【仕訳検索（仕訳確認リスト）】画面が表示されます。 
［消費税］タブより消費税に関する項目を指定し［決定］ボタンをクリックします。 

 

 
 

4. 【仕訳確認リスト】画面に切替ります。［印刷］ボタンをクリックします。 
 

5. 仕訳確認リストがプレビュー表示されます。 
 

 
 

 
消費税パターン未設定の仕訳の検索 

消費税パターンが未設定の仕訳の検索は、詳細検索より「未設定」を選択します。 
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4-2-2 仕訳検索リスト 

１年間の仕訳の中から全ての入力項目を抽出条件として指定し、該当の取引行を 

絞込み検索することができます。 

 

1. グローバルナビ［帳票］－◇仕訳「仕訳検索リスト」をクリックします。 
⇒【仕訳検索リスト】画面が表示されます。 

 

2. 検索条件を指定し、［印刷］ボタンをクリックします。 
消費税パターンを指定する場合は［詳細検索］ボタンより操作します。 

 

 
 

 
消費税パターンを確認する場合 

消費税パターンを確認する場合は、出力形式「４行出力」「５行出力」｢全行出力｣を 
指定してください。 

 

3. 仕訳検索リストがプレビュー表示されます。 

 
 

 
支払先の適格請求書発行事業者登録番号について 

パラメータ設定により、CSV出力時に適格請求書発行事業者登録番号を抽出できます。 
・パラメータ項目：(会計)仕訳確認(検索)リストの CSVへ登録番号を出力 

＝ Y：有効(CSVへ出力)  ※初期値 
N：無効(出力しない) 
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4-2-3 特定課税仕入チェックリスト 

特定課税仕入に該当する仕訳を印刷することができます。 

 

1. グローバルナビ［帳票］－◇消費税「特定課税仕入チェックリスト」をクリックします。 
⇒【特定課税仕入チェックリスト】画面が表示されます。 

2. 検索条件を入力し［印刷］ボタンをクリックします。 

 
3. 特定課税仕入チェックリストがプレビュー表示されます。 

 

 

■ 特定課税仕入チェックリストの印刷イメージ 
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4-2-4 消費税元帳 

消費税パターンごとに日々の取引を元帳形式で出力することにより、消費税パターンごと

の仕訳を確認することができます。 

 

1. グローバルナビ［帳票］－◇消費税「消費税元帳」をクリックします。 
⇒【消費税元帳】画面が表示されます。 

2. 検索条件を入力して［印刷］ボタンをクリックします。 

 
 

3. 消費税元帳がプレビュー表示されます。 
 

 

  



TOMAS-PS 7 会計システム 消費税管理編 

4-8 

4-2-5 資金収支試査リスト 

１年間の仕訳の中から、指定した条件に一致する仕訳を絞込み検索することができます。 

 

1. グローバルナビ［帳票］－◇仕訳「資金収支試査リスト」をクリックします。 
⇒【資金収支試査リスト】画面が表示されます。 

2. 検索条件を入力して［印刷］ボタンをクリックします。 

 
 

3. 資金収支試査リストがプレビュー表示されます。 
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4-3 消費税パターンレベルでの確認 

【消費税収支集計表】画面からは、消費税確認のための 4 帳票を出力できます。 

4 帳票とも印刷条件項目は共有となりますので、各項目の説明は以下を参照してください。 
 

■ 【消費税収支集計表】画面の項目一覧 

 
 

No 名称 説明 

A 対象年月 集計する期間を指定します。 

B 決算整理 チェックをつけると決算仕訳を含めて出力できます。 

C 帳票種類 帳票種類を選択します。 

①科目別消費税一覧表 ②課税仕入集計表 

③特定収入集計表   ④科目別事業区分別売上集計表 

※①②の場合、経過措置を含む内訳表を印刷することが可能です。 

D 消費税区分 収支、課税区分、税率、補助区分を指定してより詳細に金額を確認できます。 

注意：収支について 

1.収入 2.支出 0.その他とガイドされますが、収入＝売上、支出＝仕入の意味で

す。 

E 部門集計パターン 初期値で設定された部門集計パターンが表示されます。（変更可） 

さらに、部門を範囲指定することもできます。 

F 表示形式 合算・部門毎改頁 から選択します。 

また、税率毎（新税率・旧税率）に改頁、大科目で集計もできます。 

※税率毎改頁は科目別消費税一覧表と課税仕入集計表のみ選択可能です。 

「消費税パターン毎」のチェックボックスは、科目別消費税一覧表を CSV 出力する

場合のみ有効です。 

G 科目 科目の種類を選択し、科目コードの限定ができます。 

H 税抜計算をする チェックをつけると、「課税売上」「課税仕入」欄の金額を税抜に計算しなおし、 

消費税額を別枠に表示させます。 

I 明細も印刷する 明細ごとに消費税パターンを設定している場合は印刷したほうが便利です。 
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4-3-1 科目別消費税一覧表 

消費税対象科目ごとに指定された期間の科目残高と消費税区分の内訳を表示します。 

科目残高は資金収支月報や科目残高推移表と一致します。（消費税対象科目のみ） 

 

1. グローバルナビ［帳票］－◇消費税「消費税収支集計表」をクリックします。 
⇒【消費税収支集計表】画面が表示されます。 

 

2. 帳票種類で「科目別消費税一覧表」をクリックします。 
 

3. 検索条件を入力し［印刷］ボタンをクリックします。 
 

 
 

4. 科目別消費税一覧表がプレビュー表示されます。 
 

 
 

 

 

特定課税仕入が含まれる場合 

科目別消費税一覧表の金額は、課税仕入と特定課税仕入が合算で表示されます。 

別々の金額を印刷したい場合は、印刷条件で指定を行ってください。 

・科目別消費税一覧表・・・課税区分を『課税』又は『特定課税仕入』を限定する。 
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■ 科目別消費税一覧表の印刷イメージ 

 
 

No 名称 説明 

A 科目残高 消費税対象科目の残高を表示します。 

B 税込(税抜) 

課税売上 

課税売上(1020～1086)が集計されます。課税売上返還は同項目で減額済。 

 事業区分別の残高は「科目別事業区分別売上集計表」で確認できます。 

     「4-3-4 科目別事業区分別売上集計表」参照 

C 税込(税抜) 

課税仕入 

課税仕入(6041～6089)及び特定課税仕入(6561～6589)が集計されます。 

課税仕入経過措置 80%・50％分(6181 等)も集計されます。 

課税仕入返還、特定課税仕入返還は同項目で減額済。 

 課税・非課税・共通などの内訳は「課税仕入集計表」で確認できます。 

     「4-3-2 課税仕入集計表(税込)」参照 

D (消費税) 税抜を指定した場合に表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

E 免税 免税(1010・5110)が集計されます。 

F 非課税売上 非課税売上(2010～2020)が集計されます。非課税売上返還は同項目で減額済。 

G 非課税仕入 非課税仕入(7000)が集計されます。 

H 対象外 課税対象外(8000)と特定外不課税(4000)が集計されます。 

I 特定収入 

 

特定収入(3011～3020)が集計されます。特定収入返還は同項目で減額済。 

 課税・非課税・共通などの内訳は「特定収入集計表」で確認できます。 

     「4-3-3 特定収入集計表」参照 

J 未確定 税区分未確定(9000)が集計されます。 
 

 
税区分未確定について 

税区分未確定に残高があると正しく消費税計算することができません。 
必ず正しい消費税パターンに振替を行ってください。 

 
 

 
経過措置を含む内訳表について 

「経過措置を含む内訳表を印刷する」にチェックを入れて印刷した場合、表示された「科目別
消費税一覧表」を閉じると、続いて「科目別消費税一覧表（経過措置を含む内訳表）」が表
示されます。（次ページ） 
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■ 科目別消費税一覧表（経過措置を含む内訳表）の印刷イメージ 

 

No 名称 説明 

A 税込課税仕入 科目別消費税一覧表の C 額と一致します。 

B 内 100%控除 A の金額の内訳として通常課税仕入(6041～6089)及び特定課税仕入(6561～

6589)分が集計されます。 

C 内 80%控除 A の金額の内訳として経過措置課税仕入 80%分(6181 等)が 

集計されます。 

D 内 50%控除 A の金額の内訳として経過措置課税仕入 50%分(6281 等)が 

集計されます。 
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4-3-2 課税仕入集計表(税込)  

原則課税（個別対応方式）を選択している場合に、課税仕入の内訳を確認するのに便利な帳

票です。 

 

1. グローバルナビ［帳票］－◇消費税「消費税収支集計表」をクリックします。 
⇒【消費税収支集計表】画面が表示されます。 

 

2. 帳票種類で「課税仕入集計表」をクリックします。 
 

3. 検索条件を入力し［印刷］ボタンをクリックします。 
 

 
 

4. 課税仕入集計表がプレビュー表示されます。 
 

 
 

 

 

特定課税仕入が含まれる場合 

課税仕入集計表の課税仕入の金額は、課税仕入と特定課税仕入が合算で表示されます。 

別々の金額を印刷したい場合は、印刷条件で指定を行ってください。 

・課税仕入集計表・・・チェックボックスの『課税仕入』又は『特定課税仕入』を限定する。 
 

 
経過措置を含む内訳表について 

「経過措置を含む内訳表を印刷する」にチェックを入れて印刷した場合、表示された「課税仕
入集計表」を閉じると、続いて「課税仕入集計表（経過措置を含む内訳表）」が表示されま
す。（次々ページ） 
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■ 課税仕入集計表の印刷イメージ 

 

No 名称 説明 

A 課税仕入総額 科目別消費税一覧表の C 額と一致します。 

B 課税対応 個別対応の場合表示： 

課税仕入のうち課税売上対応分(6041・6061・6071・6081・6561・6581)を集

計します。課税仕入経過措置 80%・50％分(6181 等)も集計されます。 

※課税仕入のみの場合：6041・6061・6071・6081（経過措置 6181 等も含む） 

特定課税仕入のみの場合：6561・6581 

C 非課税対応 個別対応の場合表示： 

課税仕入のうち非課税売上対応分(6042・6062・6072・6082・6562・6582)を

集計します。課税仕入経過措置 80%・50％分(6182 等) も集計されます。 

※課税仕入のみの場合：6042・6062・6072・6082（経過措置 6182 等も含む） 

特定課税仕入のみの場合：6562・6582 

D 共通対応 個別対応の場合表示： 

課税仕入のうち課非共通売上対応分(6043・6063・6073・6083・6563・6583)

を集計します。課税仕入経過措置 80%・50％分(6183 等) も集計されます。 

※課税仕入のみの場合：6043・6063・6073・6083（経過措置 6183 等も含む） 

特定課税仕入のみの場合：6563・6583 

E 未確定 個別対応の場合表示： 

課税仕入のうち税区分未確定分(6049・6069・6079・6089・6569・6589)を集

計します。 

※課税仕入のみの場合：6049・6069・6079・6089 

特定課税仕入のみの場合：6569・6589 

F 一括比例配分 一括比例の場合は対応関係を無視して集計されます。 

(6041～6089・6561～6589) 

 課税仕入経過措置 80%・50％分(6181 等)も集計されます。 

※課税仕入のみの場合：6041～6089（経過措置 6181 等も含む） 

特定課税仕入のみの場合：6561～6589 

G (消費税) 税抜を指定した場合に表示されます。 

 

 

 

 

 

 
 

 
税区分未確定について 

税区分未確定に残高があると正しく消費税計算することができません。 
必ず正しい消費税パターンに振替を行ってください。 
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■ 課税仕入集計表（経過措置を含む内訳表）の印刷イメージ 

 
 

No 名称 説明 

A 課税対応 課税仕入集計表の B 額と一致します。 

B 内 100%控除 A の金額の内訳として課税仕入のうち課税売上対応分(6041・6061・6071・

6081・6561・6581)が集計されます。 

C 内 80%控除 A の金額の内訳として経過措置課税仕入 80%分（6181 等）が 

集計されます。 

D 内 50%控除 A の金額の内訳として経過措置課税仕入 50%分（6281 等）が 

集計されます。 

E 非課税対応 課税仕入集計表の C 額と一致します。 

F 内 100%控除 E の金額の内訳として課税仕入のうち非課税売上対応分(6042・6062・6072・

6082・6562・6582)が集計されます。 

G 内 80%控除 E の金額の内訳として経過措置課税仕入 80%分（6182 等）が 

集計されます。 

H 内 50%控除 E の金額の内訳として経過措置課税仕入 50%分（6282 等）が 

集計され表示されます。 

I 共通対応 課税仕入集計表の D 額と一致します。 

J 内 100%控除 I の金額の内訳として課税仕入のうち課非共通売上対応分(6043・6063・

6073・6083・6563・6583)が集計されます 

K 内 80%控除 I の金額の内訳として経過措置課税仕入 80%分（6183 等）が 

集計されます。 

L 内 50%控除 I の金額の内訳として経過措置課税仕入 50%分（6283 等）が 

集計され表示されます。 

M 一括比例配分 課税仕入集計表の F 額と一致します。 

N 内 100%控除 M の金額の内訳として経過措置でない通常の課税仕入のものが集計されます。 

O 内 80%控除 M の金額の内訳として経過措置課税仕入 80%分（6181 等）が 

集計されます。 

P 内 50%控除 M の金額の内訳として経過措置課税仕入 50%分（6281 等）が 

集計されます。 

 

 

 
課税仕入集計表（経過措置を含む内訳表）の帳票サイズは A3 横になります。 
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4-3-3 特定収入集計表  

原則課税（個別対応方式）を選択している場合に、特定収入の内訳を確認するのに便利な帳

票です。 

 

1. グローバルナビ［帳票］－◇消費税「消費税収支集計表」をクリックします。 
⇒【消費税収支集計表】画面が表示されます。 

 

2. 帳票種類で「特定収入集計表」をクリックします。 
 

3. 検索条件を入力し［印刷］ボタンをクリックします。 
 

 
 

4. 特定収入集計表がプレビュー表示されます。 
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■ 特定収入集計表の印刷イメージ 

 
 

No 名称 説明 

A 特定収入総額 科目別消費税一覧表の I の額と一致します。 

B 課税対応 個別対応の場合表示：特定収入のうち、課税売上対応分(3011)を集計します。 

C 非課税対応 個別対応の場合表示：特定収入のうち、非課税売上対応分(3012)を集計します。 

D 共通対応 個別対応の場合表示：特定収入のうち、課非共通売上対応分(3013)を集計します。 

E 未確定 個別対応の場合表示：特定収入のうち、税区分未確定分(3019)を集計します。 

F 一括比例配分 一括比例の場合は対応関係を無視して集計されます。(3011～3019) 

G 使途無指定 特定収入のうち使途無指定分を集計します。(3020) 
 
 

 
税区分未確定について 

税区分未確定に残高があると正しく消費税計算することができません。 
必ず正しい消費税パターンに振替を行ってください。 

 

4-3-4 科目別事業区分別売上集計表  

簡易課税の場合、課税売上額を事業区分別に確認するのに便利な帳票です。 

 

1. グローバルナビ［帳票］－◇消費税「消費税収支集計表」をクリックします。 
⇒【消費税収支集計表】画面が表示されます。 

 

2. 帳票種類で「科目別事業区分別売上集計表」をクリックします。 
 

3. 検索条件を入力し［印刷］ボタンをクリックします。 
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4. 科目別事業区分別売上集計表がプレビュー表示されます。 

 
 

■ 科目別事業区分別売上集計表の印刷イメージ 
 

 
 

No 名称 説明 

A 税込課税売上 科目別消費税一覧表の B の額と一致します。 

B 第１種事業 卸売業(農業高校が花や野菜を販売する 等) （1041・1061・1071・1081） 

C 第２種事業 小売業(売店、教材販売 等)  （1042・1062・1072・1082） 

D 第３種事業 製造・印刷・出版業(学校の場合、該当しないことが多い) （1043・1063・1073・1083） 

E 第４種事業 飲食業(食堂、寮食費 等)  （1044・1064・1074・1084） 

F 第５種事業 サービス業(スクールバス、施設設備利用料 等) （1045・1065・1075・1085） 

G 第６種事業 不動産業（整備駐車場）  （104６・106６・1076・1086） 

H 事業区分未確定 

 

事業区分未確定を集計します。 

未確定は必ず消費税計算までに正しい消費税パターンに振替を行ってください。 

簡易課税での計算が必要ない場合は、ここに集計されても問題ありません。 

（1040・1060・1070・1080） 

 

  



4 消費税の帳票 

4-19 

 

MEMO 
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5 消費税納税額計算 

この章では消費税計算方法とシミュレーション機能について説明します。 

5-1 消費税計算 

消費税計算後、消費税計算チェックリストで内容を確認し、申告書を出力します。 

原則課税の流れを例に説明します。 

（簡易課税の場合、処理画面が異なりますが流れは同じです） 
 

5-1-1 消費税計算チェックリスト印刷 

消費税計算の課程を確認することができます。申告書を出力する前に印刷してください。 

必ず検算を行い、結果を顧問会計士・税理士へご確認ください。 

 

1. メガドロップ［6.消費税］－◇消費税計算「消費税計算（原則課税）」をクリックします。 
⇒【消費税計算（原則課税）】画面が表示されます。 

 

2. 集計期間を入力します。３月までを指定する場合は決算整理にもチェックをつけます。 
周辺会計も含めて計算する場合は部門集計パターンを確認してください。 

 

 
 

3. 中間納付額がある場合は、その金額を入力後、［再計算］ボタンをクリックします。 
消費税額が計算されます。 

 

 
 

4. ［チェックリスト］ボタンをクリックします。 
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5. 消費税計算チェック表（原則）がプレビュー表示されます。 
 

 
 

 
消費税区分未確定によるエラー 

税区分が未確定の仕訳がある場合以下のようなメッセージが表示され、エラーリストを出力

できます。エラーリストをもとに仕訳を確認してください。 

 

 

 

 

 

 

未確定の仕訳を検索・修正するには【仕訳修正（元帳形式）】画面からの操作が便利です。 

 

 

■ 【消費税計算】画面の項目一覧 

 

  

b） 

a） 
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a）上段表示エリア 
 

No 名称 説明 

A 課税売上高（税抜） 課税売上高(税抜)(1020～1086)を集計します。 

（「科目別消費税一覧表(税抜)」の B の額と一致） 

B 免税売上高 課税売上 0%(1010・5110)を集計します。 

ほとんどの場合、マスタ設定していないため金額表示しません。 

C 非課税売上（100%） 非課税売上（100%）(2010)を集計します。 

（「科目別消費税一覧表(税込) 」の F に含まれる） 

D 非課税売上（5%） 非課税売上（5%）(2020)を集計します。 

（「科目別消費税一覧表(税込)」の F に含まれる） 

E 課税仕入指定特定収入 課税仕入指定特定収入(3011～3013)－返還分(5311～5313)で集計しま

す。 

（「科目別消費税一覧表(税込)」の I に含まれる） 

（「特定収入集計表」の B～F の額と一致） 

F  課税売上対応 Ｅの額のうち課税売上対応分(3011)－返還分(5311)で集計します。 

(「特定収入集計表」の B と一致) 

G 課非共通対応 Ｅの額のうち課非共通売上対応分(3013)－返還分(5313)で集計します。 

(「特定収入集計表」の D と一致) 

H 非課税売上対応 Ｅの額のうち非課税売上対応分(3012)－返還分(5312)で集計します。 

(「特定収入集計表」の C と一致) 

I 使途無指定特定収入 使途無指定特定収入(3020)を集計します。 

（「科目別消費税一覧表(税込)」のＩに含まれる） 

（「特定収入集計表」の G の額と一致） 

J 課税仕入高 課税仕入売上高(税込)(6041～6043・6061～6063・6071～6073・6081

～6083)を集計します。課税仕入経過措置（80/50%）も集計されます。 

（課税のみを指定した「科目別消費税一覧表(税込)」の C の額と一致） 

（課税仕入のみを指定した「課税仕入集計表(税込)」の A の額と一致） 

K  課税売上対応 Ｊの額のうち課税売上対応分(6041・6061・6071・6081)を集計します。 

課税仕入経過措置 80%・50％分(6181 等)も集計されます。 

（課税仕入のみを指定した「課税仕入集計表(税込)」のＢの額と一致） 

L 課非共通対応 Ｊの額のうち課非共通売上対応分(6043・6063・6073・6083)を集計しま

す。課税仕入経過措置 80%・50％分(6183 等)も集計されます。 

（課税仕入のみを指定した「課税仕入集計表(税込)」のＤの額と一致） 

M 非課税売上対応 Ｊの額のうち非課税売上対応分(6042・6062・6072・6082)を集計します。

課税仕入経過措置 80%・50％分(6182 等)も集計されます。 

（課税仕入のみを指定した「課税仕入集計表(税込)」の C の額と一致） 

N 特定課税仕入高 特定課税仕入高(6561～6563・6581～6583)を集計します。 

（特定課税仕入のみを指定した「科目別消費税一覧表(税込)」の C の額と一致） 

（特定課税仕入のみを指定した「課税仕入集計表(税込)」のＡの額と一致） 

O  

 

課税売上対応 

 

N の額のうち課税売上対応分(6561・6581)を集計します。 

（特定課税仕入のみを指定した「課税仕入集計表(税込)」のＢの額と一致） 

P 課非共通対応 N の額のうち課非共通売上対応分(6563・6583)を集計します。 

（特定課税仕入のみを指定した「課税仕入集計表(税込)」のＤの額と一致） 

Q 非課税売上対応 N の額のうち非課税売上対応分(6562・6582)を集計します。 

（特定課税仕入のみを指定した「課税仕入集計表(税込)」の C の額と一致） 

R 貸倒回収 貸倒回収：徴収不能回収 税額加算(5514・5516・5517・5518)を集計し

ます。 

S 貸倒額 貸倒額：徴収不能 税額控除(5414・5416・5417・5418)を集計します。 
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ｂ）下段表示エリア 
 

No 名称 説明 

A 課税標準額 a）上段表示エリア A の 1,000 円未満切捨てです。 

（科目別消費税一覧表(税抜)の課税売上Ｂの額と一致） 

※特定課税仕入が発生する場合は、上記金額に特定課税仕入額が 

加算されます。 

B 消費税額 Ａの課税標準額のうち消費税額を表示します。 

（「科目別消費税一覧表(税抜)」の消費税Ｄの額と一致） 

C 控除過大調整税額 TOMAS で未対応 

D 

控

除

税

額 

控除対象仕入税額 計算により求めた結果(チェックリストにて内容をご確認ください) 

E 特定収入調整額 計算により求めた結果(チェックリストにて内容をご確認ください) 

F 返還等対価に係る 

消費税額 

返還等対価：課税売上返還(5140・5160・5170・5180)の消費

税分 

G 貸倒れに係る消費税額 貸倒額：徴収不能額(5414・5416・5417・5418)の消費税分 

H 控除税額小計 Ｄ－(Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 

I 年間消費税額（左） 差引消費税額 

J 年間消費税額（右） 差引消費税額（同じ） 

K 年間地方消費税額 8%分年間消費税額(100 円未満切捨）×17/63 

10%分年間消費税額(100 円未満切捨）×22/78 の合計を表示 

※計算結果も 100 円未満切捨 

L 消費税中間納付額 税務署から指定された額を中間納付した場合に入力してください。 

M 地方消費税中間納付額 税務署から指定された額を中間納付した場合に入力してください。 

N 期末納付消費税額 Ｉ(年間消費税額) －Ｌ(消費税中間納付額) 

O 期末納付地方消費税額 Ｋ(年間地方消費税額) － Ｍ(地方消費税中間納付額) 

 

 
端数処理の表示 

「消費税計算チェック表」では端数を省略して表示しています。 

実際の計算は端数を省略せずに計算しています。 

 

 
過年度の消費税額再計算 

過年度の消費税額再計算はできませんが、該当年度へ切替後、チェックリストおよび申告書・

付表の出力は可能です。 

 

 
常に収益事業部門を含めて消費税計算をしたい場合 

収益部門を含めた部門集計パターンに対して「優先フラグ＝10.消費税」を追加することで、 

画面に表示される初期値が収益部門を含めた部門集計パターンになります。 

設定方法は２－６をご覧ください。 

 

 
課税仕入高「内訳」ボタンについて 

「内訳」ボタンを押下すると【消費税計算(内訳)】画面が表示され、課税仕入金額の内、通常

仕入・経過措置適用 80％・経過措置適用 50%それぞれの金額を確認できます。 

※シミュレーションも同様です 
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5-1-2 申告書印刷 

消費税計算の課程を確認し、申告書に記載する額を確認することができます。 

必ず検算を行い、結果を顧問会計士・税理士へご確認ください。 

 

原則課税（一括比例配分方式）を例に印刷手順を説明します。 

 
 

 
付表について 

集計期間の取引で旧税率がない場合は、付表〇-1、〇-2 が出力されず、付表〇-3 のみ出力

されます。 

 

 

1. メガドロップ［6.消費税］－◇消費税計算「消費税計算（原則課税）」をクリックします。 
⇒【消費税計算（原則課税）】画面が表示されます。 

 

2. ［申告書・付表］ボタンをクリックします。 
 

 
 

3. 申告書第一表がプレビュー表示されます。印刷後、［閉じる］ボタンをクリックします。 
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4. 申告書第二表がプレビュー表示されます。印刷後、［閉じる］ボタンをクリックします。 

 
5. 付表１－１がプレビュー表示されます。印刷後、［閉じる］ボタンをクリックします。 

 

 
 

6. 付表１－２がプレビュー表示されます。印刷後、［閉じる］ボタンをクリックします。 
 

 



5 消費税納税額計算 

5-7 

7. 付表２－１がプレビュー表示されます。印刷後、［閉じる］ボタンをクリックします。 

 
8. 付表２－２がプレビュー表示されます。印刷後、［閉じる］ボタンをクリックします。 

 
9. 特定収入に係る控除仕入税額の調整計算表がプレビュー表示されます。 

印刷後、［閉じる］ボタンをクリックします。 
※特定課税仕入がある場合のみ印刷されます。 

 



TOMAS-PS 7 会計システム 消費税管理編 

5-8 

 

 
法人番号 

申告書様式に法人番号を印刷できます。 

設定は法人情報登録にておこなってください。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

【Ⅴ.マスタ設定編 9-1 法人情報登録】参照 
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5-2 消費税計算シミュレーション 

消費税納税額計算シミュレーションを行うことができます。 

この機能により、原則課税の学校様が簡易課税で計算した場合の納税額の比較や、原則課税

の一括比例方式と個別対応方式の納税額の比較、収益事業を含めた場合の納税額の概算を計

算するなど、任意の金額で計算することができます。 
 

 
消費税計算時の税率 

シミュレーションの「旧税率」の箇所は、旧税率の中で最新の税率で計算します。 

※最新消費税が 10%の場合、旧税率は８％での計算となります。５％や３％での計算はでき

ません。 

 

5-2-1 実データを利用したシミュレーション 

仕訳より実際の残高を参照してシミュレーションする手順は以下の通りです。 

計算方式を一括比例配分から個別対応に変更する例をもとに説明します。 

 

1. メガドロップ［6.消費税］－◇消費税シミュレーション「消費税計算シミュレーション（原

則課税）」をクリックします。⇒【消費税計算シミュレーション（原則課税）】画面が表示さ

れます。 
 

2. 以下の項目を入力し、［実データ表示］ボタンをクリックします。 
① 集計期間 2019 年 4 月 1 日～2020 年 3 月 31 日 決算整理５回まで 

② 計算方式 「個別対応（実数割合）」にチェック 
 

 
 

3. ［チェックリスト］ボタンをクリックし、シミュレーション結果を確認します。 
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申告書・付表の印刷 

シミュレーション画面からはチェックリストの出力のみとなります。 

申告書や付表は印刷できませんのでご注意ください。 

 
 

 
シミュレーションできない原因 

簡易課税のみ設定されている場合の原則課税の計算、原則課税の設定で課税売上に事業区分

が設定されていない場合の簡易課税の計算はできません。 

 

 

 一括比例配分方式と個別対応（実数割合）による納税額の違い 

 

 

「5-1 消費税計算」でおこなった一括比例配分方式の納税額(A)と、「5-2 消費税計算シミュレーショ

ン」でおこなった個別対応（実数割合）での納税額(B)にどのくらい違いがあるか確認してみましょう。 

 

 上記の例は一例です。 

仕訳の内容により一括比例配分方式の方が消費税額を少なく計算することもあります。 

 
 

A 一括比例配分方式 

42,542,000 円 

B 個別対応(実数割合) 

14,487,300 円 
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5-2-2 任意の金額を利用したシミュレーション 

任意の金額を入力してシミュレーションする手順は以下の通りです。 

「課税仕入高(課税売上対応)」に金額を追加して計算してみましょう。 

 

1. メガドロップ［6.消費税］－◇消費税シミュレーション「消費税計算シミュレーション（原

則課税）」をクリックします。⇒【消費税計算シミュレーション（原則課税）】画面が表示さ

れます。 
2. ［実データ表示］ボタンをクリックして最新の情報を反映させます。 

 

3. 以下の項目を入力し、［再計算］ボタンをクリックします。 
① 課税仕入高 課税売上対応 100,000,000 円を入力 

 

 
 

4. ［チェックリスト］ボタンをクリックし、シミュレーション結果を確認します。 
 

 任意の金額による納税額の違い 

 

「5-１消費税計算」実データの納税額(A)と、シミュレーション納税額(B)の違いを確認してみましょう。 

 
 

A 実データ 

23,396,700 円 

B シミュレーション 

23,115,500 円 
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MEMO 
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6 リバースチャージ方式 

この章ではリバースチャージに関する注意点などを説明します。 

 

6-1 リバースチャージ方式による申告とは 

「特定課税仕入」がリバースチャージ方式による申告の対象となります。 

リバースチャージ方式とは、役務提供を行う国外事業者は消費税を含まない「税抜価格」で

対価を受領し、役務提供を受ける国内事業者がその対価に係る消費税相当を申告納税する

方式をいいます。 

 

■ リバースチャージ方式による申告が必要な事業者 
 

申告の対象となる課税期間において「事業者向け電気通信利用役務の提供」を受けた場合で、 

その課税期間について原則課税により申告する事業者で、課税売上割合が 95％未満の事業

者をいいます。 

 

 ※簡易課税制度が適用されている事業者については、当分の間、特定課税仕入れはなかっ 

たものとされますので、申告の必要はありません。 

 

 
 

（国税庁ホームページ：消費税法改正のお知らせ（平成 27 年 4 月）より抜粋） 
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6-2 購入から納税額計算までの流れ（特定課税仕入の場合） 

購入時は請求書とおりの「税抜価格」で起票します。購入時の仕訳を起票する際は 

消費税パターン 6583 特定課税仕入(課非共通対応)などを選択してください。 

申告書などには、特定課税仕入に係る税額を含めた納税額が反映します。 

 

■ 購入時の仕訳 

 

 

■ 確認帳票 
税額は下記帳票で確認できます。 

 

特定課税仕入チェックリスト（「4-2-3 特定課税仕入チェックリスト」参照） 
  

 

宣伝広告費 30,000 円 

(6583：特定課税仕入(課非共通)) 
現金預金  30,000 円 

・資金収支 
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■ 納税額計算 
消費税計算を実施し、申告書を印刷します。 

 

付表 2－2 課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表 
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 よくある質問 

ここでは、よくある質問について記載します。 
 

1. 消費税マスタ 

 

Q1-1：科目（または明細）を追加したので消費税パターンを設定したい。 

A1-１：【科目別消費税パターン設定】画面で設定してください。 

「2-5-1 科目別消費税パターン設定」参照 

 

Q1-2：科目・明細に設定している消費税パターンを変更したい。 

A1-2：すでに仕訳が発生している場合に警告メッセージが表示されます。 

さかのぼって訂正が必要な場合は、マスタ整合より仕訳データ初期値設定後に残高

累積を流してください。 

「3-3 期中で消費税パターン初期値を変更した後の処理手順」参照 

 

Q1-3：科目・明細に設定している消費税パターンを削除したい。すでに残高が発生し

ているが削除したい。 

A1-3：以下の手順で処理してください。 

①バックアップ 

②【科目別消費税パターン設定】画面で消費税パターンをクリア 

③【マスタ整合】「仕訳データ初期値設定」「消費税初期値再設定」「支払予定仕訳デ

ータ初期値設定」「消費税初期値再設定」「定型仕訳データ初期値設定」「消費税

初期値再設定」にチェックし、年月を指定して更新 

④【残高累積】（期間は 4 月～残高が発生している月を指定してください。） 

⑤【消費税収支集計表】「科目別消費税一覧表」にて該当科目が表示されなくなっ

たことを確認 

⑥「定型仕訳リスト」にて該当科目の消費税パターンが表示されないことを確認 

 

Q1-4：消費税の計算方法を一括比例配分から個別対応に変更したい。 

A1-4：以下の手順で処理してください。 

①【消費税基本情報登録】画面より「一括比例配分方式を選択しますか」の

チェックをはずして更新 

②【科目別消費税パターン設定】画面より各科目の消費税パターンを見直し 

③【マスタ整合】※A1-3③と同様の処理 

④【残高累積】（期間は 4 月～残高が発生している月を指定してください。） 

 

Q1-5：海外の免税取引はどの消費税パターンを選択したらいいですか？ 

A1-5：8000 課税対象外を選択してください。 
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2. 消費税帳票 

 

Q2-1：消費税収支集計表と資金収支月報の金額が一致していません。 

A２-1：以下の内容を確認してください。 

①該当仕訳に消費税パターンが設定されているか 

②両帳票を出力する時の対象年月・部門集計パターンが一致しているか 

 （周辺会計を含むかどうかでも金額が相違します） 

 

3. 消費税計算 

 

Q３-1：中間納税額はどのように処理したらいいですか。 

A3-1：【消費税計算】画面にて、中間納税額を入力してください。 
 

 
 

 

 

Q３-２：年間の地方税がマイナスになります。 

A3-2：仕訳の内容によっては地方税がマイナス（つまり還付）になることがあります。 
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 【付録】消費税パターン一覧表 

 
 

■ 最新の消費税パターン一覧を以下に記します。 

 

パターン 摘要 表示用名称 

1010 課税売上 ０％ 課税売上 0% 

1011 課税売上 ０％（１種） 課税売上 0%(1 種) 

1012 課税売上 ０％（２種） 課税売上 0%(2 種) 

1013 課税売上 ０％（３種） 課税売上 0%(3 種) 

1014 課税売上 ０％（４種） 課税売上 0%(4 種) 

1015 課税売上 ０％（５種） 課税売上 0%(5 種) 

1016 課税売上 ０％（６種） 課税売上 0%(6 種) 

1020 課税売上 ３／１０３（未確定） 課税売上 3/103(未確) 

1021 課税売上 ３／１０３（１種） 課税売上 3/103(1 種) 

1022 課税売上 ３／１０３（２種） 課税売上 3/103(2 種) 

1023 課税売上 ３／１０３（３種） 課税売上 3/103(3 種) 

1024 課税売上 ３／１０３（４種） 課税売上 3/103(4 種) 

1025 課税売上 ３／１０３（５種） 課税売上 3/103(5 種) 

1026 課税売上 ３／１０３（６種） 課税売上 3/103(6 種) 

1040 課税売上 ４／１０５（未確定） 課税売上 4/105(未確) 

1041 課税売上 ４／１０５（１種） 課税売上 4/105(1 種) 

1042 課税売上 ４／１０５（２種） 課税売上 4/105(2 種) 

1043 課税売上 ４／１０５（３種） 課税売上 4/105(3 種) 

1044 課税売上 ４／１０５（４種） 課税売上 4/105(4 種) 

1045 課税売上 ４／１０５（５種） 課税売上 4/105(5 種) 

1046 課税売上 ４／１０５（６種） 課税売上 4/105(6 種) 

1060 課税売上 ６．３／１０８（未確定） 課税売上 6.3/108(未確) 

1061 課税売上 ６．３／１０８（１種） 課税売上 6.3/108(1 種) 

1062 課税売上 ６．３／１０８（２種） 課税売上 6.3/108(2 種) 

1063 課税売上 ６．３／１０８（３種） 課税売上 6.3/108(3 種) 

1064 課税売上 ６．３／１０８（４種） 課税売上 6.3/108(4 種) 

1065 課税売上 ６．３／１０８（５種） 課税売上 6.3/108(5 種) 

1066 課税売上 ６．３／１０８（６種） 課税売上 6.3/108(6 種) 

1070 【軽減】課税売上 ６．２４／１０８（未確定） 【軽減】課税売上 6.24/108(未確) 

1071 【軽減】課税売上 ６．２４／１０８（１種） 【軽減】課税売上 6.24/108(1 種) 

1072 【軽減】課税売上 ６．２４／１０８（２種） 【軽減】課税売上 6.24/108(2 種) 

1073 【軽減】課税売上 ６．２４／１０８（３種） 【軽減】課税売上 6.24/108(3 種) 

1074 【軽減】課税売上 ６．２４／１０８（４種） 【軽減】課税売上 6.24/108(4 種) 

1075 【軽減】課税売上 ６．２４／１０８（５種） 【軽減】課税売上 6.24/108(5 種) 

1076 【軽減】課税売上 ６．２４／１０８（６種） 【軽減】課税売上 6.24/108(6 種) 

1080 課税売上 ７．８／１１０（未確定） 課税売上 7.8/110(未確) 

1081 課税売上 ７．８／１１０（１種） 課税売上 7.8/110(1 種) 

1082 課税売上 ７．８／１１０（１種） 課税売上 7.8/110(2 種) 

1083 課税売上 ７．８／１１０（３種） 課税売上 7.8/110(3 種) 

1084 課税売上 ７．８／１１０（４種） 課税売上 7.8/110(4 種) 

1085 課税売上 ７．８／１１０（５種） 課税売上 7.8/110(5 種) 
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パターン 摘要 表示用名称 

1086 課税売上 ７．８／１１０（６種） 課税売上 7.8/110(6 種) 

2010 非課税売上 １００％ 非課税売上 100% 

2020 非課税売上 ５％ 非課税売上 5% 

3011 特定収入 課税仕入対応 課税売上対応 特収 課仕 課税 

3012 特定収入 課税仕入対応 非課税売上対応 特収 課仕 非課税 

3013 特定収入 課税仕入対応 課非共通対応 特収 課仕 共通 

3019 特定収入 課税仕入対応 税区分未確定 特収 課仕 未確 

3020 特定収入 使途無指定 特収 使途無指定 

4000 特定外不課税 特定外不課税 

5110 課税売上返還 ０％（未確定） 課売返 0%(未確) 

5111 課税売上返還 ０％（1 種） 課売返 0%(1 種) 

5112 課税売上返還 ０％（2 種） 課売返 0%(2 種) 

5113 課税売上返還 ０％（3 種） 課売返 0%(3 種) 

5114 課税売上返還 ０％（4 種） 課売返 0%(4 種) 

5115 課税売上返還 ０％（5 種） 課売返 0%(5 種) 

5116 課税売上返還 ０％（6 種） 課売返 0%(6 種) 

5120 課税売上返還 ３／１０３（未確定） 課売返 3/103(未確) 

5121 課税売上返還 ３／１０３（1 種） 課売返 3/103(1 種) 

5122 課税売上返還 ３／１０３（2 種） 課売返 3/103(2 種) 

5123 課税売上返還 ３／１０３（3 種） 課売返 3/103(3 種) 

5124 課税売上返還 ３／１０３（4 種） 課売返 3/103(4 種) 

5125 課税売上返還 ３／１０３（5 種） 課売返 3/103(5 種) 

5126 課税売上返還 ３／１０３（6 種） 課売返 3/103(6 種) 

5140 課税売上返還 ４／１０５（未確定） 課売返 4/105(未確) 

5141 課税売上返還 ４／１０５（1 種） 課売返 4/105(1 種) 

5142 課税売上返還 ４／１０５（2 種） 課売返 4/105(2 種) 

5143 課税売上返還 ４／１０５（3 種） 課売返 4/105(3 種) 

5144 課税売上返還 ４／１０５（4 種） 課売返 4/105(4 種) 

5145 課税売上返還 ４／１０５（5 種） 課売返 4/105(5 種) 

5146 課税売上返還 ４／１０５（6 種） 課売返 4/105(6 種) 

5160 課税売上返還 ６．３／１０８（未確定） 課売返 6.3/108(未確) 

5161 課税売上返還 ６．３／１０８（1 種） 課売返 6.3/108(1 種) 

5162 課税売上返還 ６．３／１０８（2 種） 課売返 6.3/108(2 種) 

5163 課税売上返還 ６．３／１０８（3 種） 課売返 6.3/108(3 種) 

5164 課税売上返還 ６．３／１０８（4 種） 課売返 6.3/108(4 種) 

5165 課税売上返還 ６．３／１０８（5 種） 課売返 6.3/108(5 種) 

5166 課税売上返還 ６．３／１０８（6 種） 課売返 6.3/108(6 種) 

5170 【軽減】課税売上返還 ６．２４／１０８（未確定） 【軽減】課売返 6.24/108(未確) 

5171 【軽減】課税売上返還 ６．２４／１０８（1 種） 【軽減】課売返 6.24/108(1 種) 

5172 【軽減】課税売上返還 ６．２４／１０８（2 種） 【軽減】課売返 6.24/108(2 種) 

5173 【軽減】課税売上返還 ６．２４／１０８（3 種） 【軽減】課売返 6.24/108(3 種) 

5174 【軽減】課税売上返還 ６．２４／１０８（4 種） 【軽減】課売返 6.24/108(4 種) 

5175 【軽減】課税売上返還 ６．２４／１０８（5 種） 【軽減】課売返 6.24/108(5 種) 

5176 【軽減】課税売上返還 ６．２４／１０８（6 種） 【軽減】課売返 6.24/108(6 種) 

5180 課税売上返還 ７．８／１１０（未確定） 課売返 7.8/110(未確) 

5181 課税売上返還 ７．８／１１０（1 種） 課売返 7.8/110(1 種) 

5182 課税売上返還 ７．８／１１０（2 種） 課売返 7.8/110(2 種) 

5183 課税売上返還 ７．８／１１０（3 種） 課売返 7.8/110(3 種) 
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パターン 摘要 表示用名称 

5184 課税売上返還 ７．８／１１０（4 種） 課売返 7.8/110(4 種) 

5185 課税売上返還 ７．８／１１０（5 種） 課売返 7.8/110(5 種) 

5186 課税売上返還 ７．８／１１０（6 種） 課売返 7.8/110(6 種) 

5210 非課税売上返還 １００％ 非課税売上返還 100% 

5220 非課税売上返還 ５％ 非課税売上返還 5% 

5311 特定収入返還 課税仕入指定 課税売上対応 特収返 課仕 課税 

5312 特定収入返還 課税仕入指定 非課税売上対応 特収返 課仕 非課税 

5313 特定収入返還 課税支出指定 課非共通対応 特収返 課仕 共通 

5320 特定収入返還 使途無指定 特収返 使途無指定 

5411 徴収不能 税額控除 ０％ 徴不 税控除 0% 

5412 徴収不能 税額控除 ３／１０３ 徴不 税控除 3/103 

5414 徴収不能 税額控除 ４／１０５ 徴不 税控除 4/105 

5416 徴収不能 税額控除 ６．３／１０８ 徴不 税控除 6.3/108 

5417 【軽減】徴収不能 税額控除 ６．２４／１０８ 【軽減】徴不 税控除 6.24/108 

5418 徴収不能 税額控除 ７．８／１１０ 徴不 税控除 7.8/110 

5420 徴収不能 税額無関係 徴不 税無関係 

5511 徴収不能回収 税額加算 ０％ 徴不回収 税加算 0% 

5512 徴収不能回収 税額加算 ３／１０３ 徴不回収 税加算 3/103 

5514 徴収不能回収 税額加算 ４／１０５ 徴不回収 税加算 4/105 

5516 徴収不能回収 税額加算 ６．３／１０８ 徴不回収 税加算 6.3/108 

5517 【軽減】徴収不能回収 税額加算 ６．２４／１０８ 【軽減】徴不回収税加算 6.24/108 

5518 徴収不能回収 税額加算 ７．８／１１０ 徴不回収 税加算 7.8/110 

5520 徴収不能回収 税額無関係 徴不回収 税無関係 

6011 課税仕入 ０％ 課税売上対応 課仕 0%課税 

6012 課税仕入 ０％ 非課税売上対応 課仕 0%非課税 

6013 課税仕入 ０％ 課非共通対応 課仕 0%共通 

6019 課税仕入 ０％ 税区分未確定 課仕 0%未確 

6021 課税仕入 ３／１０３ 課税売上対応 課仕 3/103 課税 

6022 課税仕入 ３／１０３ 非課税売上対応 課仕 3/103 非課税 

6023 課税仕入 ３／１０３ 課非共通対応 課仕 3/103 共通 

6029 課税仕入 ３／１０３ 税区分未確定 課仕 3/103 未確 

6041 課税仕入 ４／１０５ 課税売上対応 課仕 4/105 課税 

6042 課税仕入 ４／１０５ 非課税売上対応 課仕 4/105 非課税 

6043 課税仕入 ４／１０５ 課非共通対応 課仕 4/105 共通 

6049 課税仕入 ４／１０５ 税区分未確定 課仕 4/105 未確 

6061 課税仕入 ６．３／１０８ 課税売上対応 課仕 6.3/108 課税 

6062 課税仕入 ６．３／１０８ 非課税売上対応 課仕 6.3/108 非課税 

6063 課税仕入 ６．３／１０８ 課非共通対応 課仕 6.3/108 共通 

6069 課税仕入 ６．３／１０８ 税区分未確定 課仕 6.3/108 未確 

6071 【軽減】課税仕入 ６．２４／１０８ 課税売上対応 【軽減】課仕 6.24/108 課税 

6072 【軽減】課税仕入 ６．２４／１０８ 非課税売上対応 【軽減】課仕 6.24/108 非課税 

6073 【軽減】課税仕入 ６．２４／１０８ 課非共通対応 【軽減】課仕 6.24/108 共通 

6079 【軽減】課税仕入 ６．２４／１０８ 税区分未確定 【軽減】課仕 6.24/108 未確 

6081 課税仕入 ７．８／１１０ 課税売上対応 課仕 7.8/110 課税 

6082 課税仕入 ７．８／１１０ 非課税売上対応 課仕 7.8/110 非課税 

6083 課税仕入 ７．８／１１０ 課非共通対応 課仕 7.8/110 共通 

6089 課税仕入 ７．８／１１０ 税区分未確定 課仕 7.8/110 未確 

6161 ☆課税仕入 ６．３／１０８ 課税売上対応 経過措置 80% ☆課仕 6.3/108 課税  経過 80% 
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パターン 摘要 表示用名称 

6162 ☆課税仕入 ６．３／１０８ 非課税売上対応 経過措置 80% ☆課仕 6.3/108 非課税  経過 80% 

6163 ☆課税仕入 ６．３／１０８ 課非共通対応 経過措置 80% ☆課仕 6.3/108 共通  経過 80% 

6171 ☆【軽減】課税仕入 ６．２４／１０８ 課税売上対応 経過措置 80% ☆軽減 課仕 6.24/108 課 経 80% 

6172 ☆【軽減】課税仕入 ６．２４／１０８ 非課税売上対応 経過措置 80% ☆軽減 課仕6.24/108非課 経80% 

6173 ☆【軽減】課税仕入 ６．２４／１０８ 課非共通対応 経過措置 80% ☆軽減 課仕6.24/108共通 経80% 

6181 ☆課税仕入 ７．８／１１０ 課税売上対応 経過措置 80% ☆課仕 7.8/110 課税 経過 80% 

6182 ☆課税仕入 ７．８／１１０ 非課税売上対応 経過措置 80% ☆課仕 7.8/110 非課税 経過 80% 

6183 ☆課税仕入 ７．８／１１０ 課非共通対応 経過措置 80% ☆課仕 7.8/110 共通 経過 80% 

6261 ☆課税仕入 ６．３／１０８ 課税売上対応 経過措置 50% ☆課仕 6.3/108 課税  経過 50% 

6262 ☆課税仕入 ６．３／１０８ 非課税売上対応 経過措置 50% ☆課仕 6.3/108 非課税  経過 50% 

6263 ☆課税仕入 ６．３／１０８ 課非共通対応 経過措置 50% ☆課仕 6.3/108 共通  経過 50% 

6271 ☆【軽減】課税仕入 ６．２４／１０８ 課税売上対応 経過措置 50% ☆軽減 課仕 6.24/108 課 経 50% 

6272 ☆【軽減】課税仕入 ６．２４／１０８ 非課税売上対応 経過措置 50% ☆軽減 課仕6.24/108非課 経50% 

6273 ☆【軽減】課税仕入 ６．２４／１０８ 課非共通対応 経過措置 50% ☆軽減 課仕6.24/108共通 経50% 

6281 ☆課税仕入 ７．８／１１０ 課税売上対応 経過措置 50% ☆課仕 7.8/110 課税 経過 50%% 

6282 ☆課税仕入 ７．８／１１０ 非課税売上対応 経過措置 50% ☆課仕 7.8/110 非課税 経過 50% 

6283 ☆課税仕入 ７．８／１１０ 課非共通対応 経過措置 50% ☆課仕 7.8/110 共通 経過 50% 

6561 特定課税仕入 ６．３／１０８ 課税売上対応 特課仕 6.3/108 課税 

6562 特定課税仕入 ６．３／１０８ 非課税売上対応 特課仕 6.3/108 非課税 

6563 特定課税仕入 ６．３／１０８ 課非共通対応 特課仕 6.3/108 共通 

6569 特定課税仕入 ６．３／１０８ 税区分未確定 特課仕 6.3/108 未確 

6581 特定課税仕入 ７．８／１１０ 課税売上対応 特課仕 7.8/110 課税 

6582 特定課税仕入 ７．８／１１０ 非課税売上対応 特課仕 7.8/110 非課税 

6583 特定課税仕入 ７．８／１１０ 課非共通対応 特課仕 7.8/110 共通 

6589 特定課税仕入 ７．８／１１０ 税区分未確定 特課仕 7.8/110 未確 

7112 課税仕入返還 ０％ 非課税売上対応 課仕返 0%非課税 

7113 課税仕入返還 ０％ 課非共通対応 課仕返 0%共通 

7119 課税仕入返還 ０％ 税区分未確定 課仕返 0%未確 

7121 課税仕入返還 ３／１０３ 課税売上対応 課仕返 3/103 課税 

7122 課税仕入返還 ３／１０３ 非課税売上対応 課仕返 3/103 非課税 

7123 課税仕入返還 ３／１０３ 課非共通対応 課仕返 3/103 共通 

7129 課税仕入返還 ３／１０３ 税区分未確定 課仕返 3/103 未確 

7141 課税仕入返還 ４／１０５ 課税売上対応 課仕返 4/105 課税 

7142 課税仕入返還 ４／１０５ 非課税売上対応 課仕返 4/105 非課税 

7143 課税仕入返還 ４／１０５ 課非共通対応 課仕返 4/105 共通 

7149 課税仕入返還 ４／１０５ 税区分未確定 課仕返 4/105 未確 

7161 課税仕入返還 ６．３／１０８ 課税売上対応 課仕返 6.3/108 課税 

7162 課税仕入返還 ６．３／１０８ 非課税売上対応 課仕返 6.3/108 非課税 

7163 課税仕入返還 ６．３／１０８ 課非共通対応 課仕返 6.3/108 共通 

7169 課税仕入返還 ６．３／１０８ 税区分未確定 課仕返 6.3/108 未確 

7171 【軽減】課税仕入返還 ６．２４／１０８ 課税売上対応 【軽減】課仕返 6.24/108 課税 

7172 【軽減】課税仕入返還 ６．２４／１０８ 非課税売上対応 【軽減】課仕返 6.24/108 非課税 

7173 【軽減】課税仕入返還 ６．２４／１０８ 課非共通対応 【軽減】課仕返 6.24/108 共通 

7179 【軽減】課税仕入返還 ６．２４／１０８ 課非共通対応 【軽減】課仕返 6.24/108 未確 

7181 課税仕入返還 ７．８／１１０ 課税売上対応 課仕返 7.8/110 課税 

7182 課税仕入返還 ７．８／１１０ 非課税売上対応 課仕返 7.8/110 非課税 

7183 課税仕入返還 ７．８／１１０ 課非共通対応 課仕返 7.8/110 共通 

7189 課税仕入返還 ７．８／１１０ 税区分未確定 課仕返 7.8/110 未確 
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7200 非課税仕入返還 非課税仕入返還 

7371 ☆【軽減】課税仕入返還 ６．２４／１０８ 課税売上対応 経過措置 80% ☆軽減 課仕返6.24/108課 経80% 

7372 ☆【軽減】課税仕入返還 ６．２４／１０８ 非課税売上対応 経過措置 80% ☆軽減 課仕返6.24/108非 経80% 

7373 ☆【軽減】課税仕入返還 ６．２４／１０８ 課非共通対応 経過措置 80% ☆軽減 課仕返6.24/108共 経80% 

7381 ☆課税仕入返還 ７．８／１１０ 課税売上対応 経過措置 80% ☆課仕返 7.8/110 課税 経過 80% 

7382 ☆課税仕入返還 ７．８／１１０ 非課税売上対応 経過措置 80% ☆課仕返 7.8/110 非課税 経過 80% 

7383 ☆課税仕入返還 ７．８／１１０ 課非共通対応 経過措置 80% ☆課仕返 7.8/110 共通 経過 80% 

7471 ☆【軽減】課税仕入返還 ６．２４／１０８ 課税売上対応 経過措置 50% ☆軽減 課仕返6.24/108課 経50% 

7472 ☆【軽減】課税仕入返還 ６．２４／１０８ 非課税売上対応 経過措置 50% ☆軽減 課仕返6.24/108非 経50% 

7473 ☆【軽減】課税仕入返還 ６．２４／１０８ 課非共通対応 経過措置 50% ☆軽減 課仕返6.24/108共 経50% 

7481 ☆課税仕入返還 ７．８／１１０ 課税売上対応 経過措置 50% ☆課仕返 7.8/110 課税 経過 50% 

7482 ☆課税仕入返還 ７．８／１１０ 非課税売上対応 経過措置 50% ☆課仕返 7.8/110 非課税 経過 50% 

7483 ☆課税仕入返還 ７．８／１１０ 課非共通対応 経過措置 50% ☆課仕返 7.8/110 共通 経過 50% 

7561 特定課税仕入返還 ６．３／１０８ 課税売上対応 特課仕返 6.3/108 課税 

7562 特定課税仕入返還 ６．３／１０８ 非課税売上対応 特課仕返 6.3/108 非課税 

7563 特定課税仕入返還 ６．３／１０８ 課非共通対応 特課仕返 6.3/108 共通 

7569 特定課税仕入返還 ６．３／１０８ 税区分未確定 特課仕返 6.3/108 未確 

7571 【軽減】特定課税仕入返還 ６．２４／１０８ 課税売上対応 【軽減】特課仕返 6.24/108 課税 

7572 【軽減】特定課税仕入返還 ６．２４／１０８ 非課税売上対応 【軽減】特課仕返 6.24/108 非課税 

7573 【軽減】特定課税仕入返還 ６．２４／１０８ 課非共通対応 【軽減】特課仕返 6.24/108 共通 

7579 【軽減】特定課税仕入返還 ６．２４／１０８ 税区分未確定 【軽減】特課仕返 6.24/108 未確 

7581 特定課税仕入返還 ７．８／１１０ 課税売上対応 特課仕返還 7.8/110 課税売上 

7582 特定課税仕入返還 ７．８／１１０ 非課税売上対応 特課仕返還 7.8/110 非課税売上 

7583 特定課税仕入返還 ７．８／１１０ 課非共通対応 特課仕返還 7.8/110 課非共通 

7589 特定課税仕入返還 ７．８／１１０ 税区分未確定 特課仕返還 7.8/110 税区分未確 

8000 課税対象外 課税対象外 

8001 課税対象外（内部取引売上） 課税対象外（内部取引売上） 

8002 課税対象外（課税売上対象外） 課税対象外（課税売上対象外） 

8003 課税対象外（内部取引仕入） 課税対象外（内部取引仕入） 

8004 課税対象外（課税仕入対象外） 課税対象外（課税仕入対象外） 

9000 税区分未確定 税区分未確定 
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 【付録】科目別消費税パターン(設定例) 

～収入～ 

科  目 明  細 ﾊﾟﾀｰﾝ 
事業 

区分 
課非区分 税率 対応 

非課税 

収入割合 

特定収入 

区  分 

１．学生生徒等納付金収入         

  １) 授業料  2010  非課税売上   100%  

  ２) 入学金  2010  非課税売上   100%  

     入学金 期首に前受金から振替 4000  
特定収入外 

不課税 
    

  ３) 実験実習料  2010  非課税売上   100%  

  ４) 施設設備資金  2010  非課税売上   100%  

  ５) 施設拡充費  2010  非課税売上   100%  

  ６) 教育充実費  2010  非課税売上   100%  

  ７) 暖房衛生費  2010  非課税売上   100%  

  ８) その他納付金 全生徒一律徴収 2010  非課税売上   100%  

    その他納付金 任意徴収 1085 第５種 課税売上 7.8/110    

  ９) 授業料等軽減額  3020  特定収入    使途無指定 

２．手数料収入         

  １) 入学検定料  2010  非課税売上   100%  

  ２) 試験料  2010  非課税売上   100%  

  ３) 証明手数料  2010  非課税売上   100%  

  ４) 教員免許更新講習会収入  2010  非課税売上   100%  

  ５) 他手数料  2010  非課税売上   100%  

  非課税 2010  非課税売上   100%  

  課税 1085 第５種 課税売上 7.8/110    

３．寄付金収入         

  １) 特別寄付金  3020  特定収入    使途無指定 

  ２) 一般寄付金  3020  特定収入    使途無指定 

４．補助金収入         

  １) 国庫・地方補助金  9000  税区分未確定     

 

 
課税売上対応 3011  特定収入  課税対応  課税仕入対応 

  課非共通対応 3013  特定収入  共通対応  課税仕入対応 

        振替える 非課税売上対応 3012  特定収入  非課税対応  課税仕入対応 

  人件費･保険･利子･土地 4000  
特定収入外 

不課税 
    

  使途無指定 3020  特定収入    使途無指定 

５．資産売却収入         

  １) 土地売却収入  2010  非課税売上   100%  

  ２) 建物売却収入  1084 第４種 課税売上 7.8/110    

  ３) 構築物売却収入  1084 第４種 課税売上 7.8/110    

  ４) 機器備品売却収入  1084 第４種 課税売上 7.8/110    

  ５) 車両売却収入  1084 第４種 課税売上 7.8/110    

  ６) 有価証券売却収入 満期前売却 2020  非課税売上   5%  

     有価証券売却収入 満期償還（額面） 8000  対象外     

 
満期償還 

（償還差額相当額） 
2010  非課税売上   100%  
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科  目 明  細 ﾊﾟﾀｰﾝ 
事業 

区分 
課非区分 税率 対応 

非課税 

収入割合 

特定収入 

区  分 

６．付随事業・収益事業収入         

  １) 補助活動収入         

  用品販売 1082 第２種 課税売上 7.8/110    

  寮費(食費のみ) 1084 第４種 課税売上 7.8/110    

  入寮費・舎費 2010  非課税売上   100%  

  ｽｸｰﾙﾊﾞｽ 1085 第５種 課税売上 7.8/110    

  給食 1084 第４種 課税売上 7.8/110    

  ﾘﾍﾞｰﾄ・その他 1085 第５種 課税売上 7.8/110    

  ２) 収益事業収入  8000  対象外     

７．受取利息・配当金収入         

  １) 3 号運用利息収入  2010  非課税売上   100%  

  ２) 3 号運用配当金収入  3020  特定収入    使途無指定 

  ３) 受取利息  2010  非課税売上   100%  

  ４) 受取配当金  3020  特定収入    使途無指定 

         

８．雑収入         

  １) 施設設備利用料  1086 第６種 課税売上 7.8/110    

 施設利用 1086 第６種 課税売上 7.8/110    

 地代･社宅家賃 2010  非課税売上   100%  

 更地駐車場 2010  非課税売上   100%  

 整備駐車場・不動産業 1086 第 6 種 課税売上 7.8/110    

 電柱敷地使用料 2010  非課税売上   100％  

         

  ２) 退職金財団交付金収入  4000  
特定収入外 

不課税 
    

  ３) 廃品売却収入  108４ 第４種 課税売上 7.8/110    

  ４) 入学案内書頒布収入  1083 第３種 課税売上 7.8/110    

  ５) その他の雑収入  1085 第５種 課税売上 7.8/110    

  ６) 保険金収入 天災で受取った保険金 3020  特定収入    使途無指定 

  ７) 保険積立金収入   8000  対象外     

  ８) 過年度修正収入  8000  対象外     

         

９．前受金収入         

  １) 入学金前受金収入  2010  非課税売上   100%  
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～支出～ 

科  目 明  細 ﾊﾟﾀｰﾝ 
事業 

区分 
課非区分 税率 対応 

非課税 

収入割合 

特定収入 

区  分 

１．人件費支出         

  １) 本俸  8000  対象外     

  ２) 期末手当  8000  対象外     

  ３) その他の手当 通勤手当除く 8000  対象外     

  ４) その他の手当 通勤手当 6083  課税仕入 7.8/110 共通対応   

  ５) 所定福利費  8000  対象外     

  ６) 地方退職財団負担金  8000  対象外     

  ７) 人材派遣会社支払  6083  課税仕入 7.8/110 共通対応   

  ８) 役員報酬  8000  対象外     

  ９) 退職金  8000  対象外     

２．教育研究・管理経費支出         

  １) 消耗品費  6083  課税仕入 7.8/110 共通対応   

  ２) 光熱水費  6083  課税仕入 7.8/110 共通対応   

  ３) 旅費交通費  6083  課税仕入 7.8/110 共通対応   

 国内 6083  課税仕入 7.8/110 共通対応   

 国外 8000  対象外     

  ４) 奨学費 （貸方）授業料等 2010  非課税売上   100%  

 （貸方）現金 8000  対象外     

  ５) 車両燃料費  6083  課税仕入 7.8/110 共通対応   

  ６) 福利費  6083  課税仕入 7.8/110 共通対応   

 慶弔禍福祝金 8000  対象外     

  ７) 通信運搬費  6083  課税仕入 7.8/110 共通対応   

 国内通信費 6083  課税仕入 7.8/110 共通対応   

 国際通信費 8000  対象外     

  ８) 印刷製本費  6083  課税仕入 7.8/110 共通対応   

  ９) 新聞雑誌費  6083  課税仕入 7.8/110 共通対応   

１０) 修繕費  6083  課税仕入 7.8/110 共通対応   

１１) 損害保険料  8000  対象外     

１２) 賃借料  6083  課税仕入 7.8/110 共通対応   

 リース料(8％) 6063  課税仕入 6.3/108 共通対応   

 リース料(5％) 6043  課税仕入 4/105 共通対応   

 リース料(3％) 6023  課税仕入 3/103 共通対応   

 地代社宅家賃 8000  対象外     

１３) 公租公課  8000  対象外     

１４) 会費  8000  対象外     

 私学共済等通常会費 8000  対象外     

 特別会費(会議広告) 6083  課税仕入 7.8/110 共通対応   

1５) 会議費  6083  課税仕入 7.8/110 共通対応   

1６) 報酬委託手数料  6083  課税仕入 7.8/110 共通対応   

1７) 広報費  6083  課税仕入 7.8/110 共通対応   

 広告料等 6083  課税仕入 7.8/110 共通対応   

 贈答用テレカ 8000  対象外     

１８) 渉外費  6083  課税仕入 7.8/110 共通対応   

 慶弔禍福祝金 8000  対象外     
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科  目 明  細 ﾊﾟﾀｰﾝ 
事業 

区分 
課非区分 税率 対応 

非課税 

収入割合 

特定収入 

区  分 

１９) 生徒活動補助         

  物品購入補助 6083   課税仕入 7.8/110 共通対応     

  運営費負担 8000   対象外         

  海外旅費補助 8000   対象外         

  国内旅費補助 6083   課税仕入 7.8/110 共通対応     

２０) 補助活動支出   6083   課税仕入 7.8/110 共通対応     

  一般諸経費 6083   課税仕入 7.8/110 共通対応     

  人件費 8000   対象外         

  損害保険料 8000   対象外         

  慶弔禍福祝金 8000   対象外         

２1) 補助金返還   9000   税区分未確定         

  非課税売上対応 5312   特定収入返還   非課税対応   課税仕入対応 

       振替える 使途無指定 5320   特定収入返還       使途無指定 

  人件費･保険･利子･土地 4000   
特定収入外 

不課税 
        

２２) 過年度修正支出   8000   対象外         

２３) デリバティブ解約損支出   8000   対象外         

２４) 雑費   6083   課税仕入 7.8/110 共通対応     

  課税 6083   課税仕入 7.8/110 共通対応     

  対象外 8000   対象外         

３．施設関係支出                 

  １) 土地支出 土地対価 8000   対象外         

  整備費用・仲介手数 6083   課税仕入 7.8/110 共通対応     

  ２) 建物支出   6083   課税仕入 7.8/110 共通対応     

  ３) 建物附属設備支出   6083   課税仕入 7.8/110 共通対応     

  ４) 構築物支出   6083   課税仕入 7.8/110 共通対応     

  ５) 建設仮勘定支出   6083   課税仕入 7.8/110 共通対応     

  ６) 借地権支出 借地権対価 8000   対象外         

  仲介手数料 6083   課税仕入 7.8/110 共通対応     

  ７) 施設利用権支出   6083   課税仕入 7.8/110 共通対応     

４．設備関係支出                 

  １) 機器備品支出   6083   課税仕入 7.8/110 共通対応     

  補助活動用 6081   課税仕入 7.8/110 課税対応     

  ２) ソフトウェア支出  6083   課税仕入 7.8/110 共通対応   

  ３) 図書支出   6083   課税仕入 7.8/110 共通対応     

  ４) 車両支出   6083   課税仕入 7.8/110 共通対応     

  補助活動(ｽｸｰﾙﾊﾞｽ) 6081   課税仕入 7.8/110 課税対応     

  ５) 電話加入権支出   6083   課税仕入 7.8/110 共通対応     
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～総勘定仕訳～ 

科  目 明  細 ﾊﾟﾀｰﾝ 
事業 

区分 
課非区分 税率 対応 

非課税 

収入割合 

特定収入 

区  分 

１．徴収不能額         

  １) 納付金分  5420  税額無関係     

  ２) 補助活動分  5418  税額控除 7.8/110    

２．徴収不能引当金  9000  税区分未確定     

 （貸方） 8000  課税対象外     

 （借方） 5420  税額無関係     

  5418  税額控除 7.8/110    

         

         

         

 

 

～備考～  

 

   （１） 海外旅費・国際通信費については、対象外とする。 

 

   （２） 消費税法上の課税仕入等に係る特定収入に関して、使途を特定するという意味は、法令等によ

るもののみであり、私的に使途を特定する特別寄付金は、使途を特定したことにならない。 

従って、特別寄付金であっても、使途無指定の特定収入もあり得る。 

 

   （３） 駐車場の利用料に際して、非課税収入となるのは、単なる更地を駐車場として使用した場合の

み。舗装、屋根付き等の場合は課税される。 
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